
 

令和５年度 第２回山形市男女共同参画審議会 
会 議 次 第            

 

                  日 時 令和５年１２月１５日（金）       

                        午後２時００分～午後３時３０分 

               場 所 山形市男女共同参画センター「ファーラ」 

                      ５階 視聴覚室 

 

 

１ 開 会 

 

２ 企画調整部長あいさつ 

 

３ 会長あいさつ 

 

４ 報 告 

（１）第４次「いきいき山形男女共同参画プラン」進捗状況について 

・令和４年度進捗状況報告   資料１ 

 

 

（２）「Ｗｏｍｅｎ’ｓ Ｃａｍｐｕｓ山形」事業実施状況について  資料２ 

 

 

５ その他 

 

 

６ 閉 会 
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令和５年１１月 

山形市男女共同参画推進本部 

 

 

 

第４次山形市男女共同参画計画 

いきいき山形男女共同参画プラン 

令和４年度進捗状況報告書 
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１ 第４次プランの概要 
 

（１）経過 

山形市では、「男女共同参画のまち山形」の実現に向け、平成２７年に第３次「いきいき山形

男女共同参画プラン」を策定し、プラン目標に向けた総合的な取組みを進めてまいりました。 

しかし、令和元年度に実施した「男女共同参画に関する市民・事業所の意識及び実態調査」に

おいて、男女の不平等感や性別による固定的役割分担意識は、前回調査（平成２６年）より解消

したもののまだまだ根強く残っていることが明らかになりました。 

さらに、ＤＶの潜在化やワーク・ライフ・バランスの推進のほか、若年女性の人口流出が顕著

となるなど社会情勢の変化に伴い、男女共同参画社会の実現には未だ多くの課題があります。 

このような状況やこれまでの取組みを踏まえ、男女共同参画社会の形成に向けた施策を総合的

かつ計画的に推進するために、社会動向の変化や法制度の改正にも対応した第４次「いきいき山

形男女共同参画プラン」を令和４年2月に策定しました。 

 

（２）期間 

計画期間は、令和４年度から令和８年度までの５ヶ年間としています。 

 

（３）計画の体系 

この計画の目的である「男女共同参画のまち山形」の実現するために、７つの基本理念を掲げ、

その下に、大きな目標として３つの基本目標を掲げます。次に、基本目標の達成に向けた目標と

して基本方針を、また、取り組むべき内容を、施策の方向として位置付けます。そして、その下

に、個別の具体的な取り組みとして具体的施策として位置付けます。 

 

（４）対象事務事業 

計画の対象となる事務事業は、「男女共同参画のまち山形」の実現に寄与すると考えられるも

ので、令和８年度までに具体的施策の達成に向けて担当課等で主体的に実施することができる事

業を示しています。 

 

（５）評価指標 

計画の進捗状況を見るために、基本目標ごとに数値で表すことのできる１９項目の評価指標を

定め、令和８年度までの数値目標を掲げています。 

 

（６）計画の進行管理 

計画に掲げる事務事業については、全庁的に取り組むものとします。 

なお、計画の着実な推進のために緊急又は新たな対応が必要になった場合には、計画に掲載さ

れていない事業であってもすみやかに着手するとともに、計画への追加を行います。 

また、計画の進捗状況については、山形市男女共同参画推進条例第１０条の規定により、山形

市男女共同参画推進本部において年 1 回全庁的な調査を実施して評価を行い、山形市男女共同

参画審議会に報告するとともに、これを公表します。 

 

１



２ 第４次プラン体系図 
 

 

(１)　男女共同参画への理解を広げる啓発活動の充実

(２)　性別による固定的役割分担意識と社会慣行の見直し

Ⅰ 人権の尊重

(１)　社会における男女共同参画意識の啓発

(２)　子どもたちの男女共同参画意識を育む教育の推進

Ⅱ

(1)　大学等との連携による若者の地元定着促進

(2)　女性の地元定着に向けた意識啓発

Ⅲ

(1)　審議会等委員への女性の参画推進

(2)　方針決定過程への男女共同参画の推進

(3)　女性活躍推進のための人材育成

Ⅳ (1)　家庭における男女共同参画意識の啓発

(2)　地域活動における男女共同参画の推進

(3)　地域防災活動における男女共同参画の推進

(1)　雇用・就労における男女の均等な機会と待遇の確保

Ⅴ (2)　女性の能力発揮促進のための支援

(3)　ワーク・ライフ・バランスに関する意識啓発の推進

(4)　多様な働き方に対応した環境の整備促進

Ⅵ (1)　暴力の根絶に向けた意識づくりの促進

(2)　DV相談体制の整備と被害者支援の充実

(3)　若年層に対する啓発活動の実施

(1)　ライフステージに応じた女性の健康支援

(2)　心と身体の相談等の充実

Ⅶ 国際的協調

(1)　高齢者・障がい者・ひとり親・外国人など

　　  様々な困難を抱える人々への支援

(2)　性の多様性に関する理解促進と実態把握

　9　生活上様々な困難を
      抱える人への対応と
      多様性を尊重する
      環境の整備

施策の方向

【
男
女
共
同
参
画
の
ま
ち
山
形

】
の
実
現

男女共同参画 　　　山形市職業生活における
　　　女性活躍推進計画

個人の尊厳の尊重
山形市ＤＶ防止基本計画 　7　重大な人権侵害である

　　　あらゆる暴力の根絶
と男女平等意識を

育む教育・保育

Ⅲ　安全・安心な暮らしの
　　 実現

　8　生涯を通じた心身の
　　　健康支援

仕事と生活の

Ⅱ　あらゆる分野での
　　 男女共同参画の実現

　5　家庭・地域における
　　　男女共同参画の推進

調和の保持

　6　働く場における男女
　　　共同参画推進と
　　　ワーク・ライフ・バランス

互いの性への理解

と生涯の健康維持

Ⅰ　男女共同参画社会
　　 の実現に向けた
　　 基盤づくり

　２　男女共同参画意識を
      育む教育・学習の充実

多様な生き方の

選択の自由

　３　女性の地元定着の促進

あらゆる意思決定

の場での

　4　政策・方針決定過程
　　　への女性の参画拡大

目的 基本理念 基本目標 基本方針

　１　広報・啓発による男女
      双方の意識改革、理解
      の促進

２



３－（１） 第４次プラン評価指標及び進捗状況 

基本目標  指 標 名 
プラン策定時の状況 令和4年度 目標値 

年度 数値 数値 令和８年度 

基本目標Ⅰ 

男女共同参

画社会の実

現に向けた

基盤づくり 

1 社会全体で男女平等と思う人の割合 R 元 16.6％  25% 

2 
社会通念や慣習・しきたりで男性優遇と感

じる人の割合 
R 元 77.7％  50% 

3 男女共同参画センター会議室等利用率 R 元 63.4％ 36.7% 65% 

4 
男女共同参画学習資料を活用した学級の割

合 
R２ 98.1% 100.0% 100% 

5 
県外から市への女性転入者数－市から県外

への女性転出者数 
Ｒ２ －321 人 ー572 人 0 人 

基本目標Ⅱ 

あらゆる分

野での男女

共同参画の

実現 

6 

市の審議会等委員に占める女性委員の割合 

（うち行政機関等の充て職を除いた女性委員の

割合） 

R２ 
30.0％ 

(35.3%) 

27.0% 

(32.9％) 

40% 

(50％) 

7 女性人材バンク登録者数 R２ 75 人 78 人 100 人 

8 女性人材バンク年間活用件数（※１） R 元 73 件 49 件 100 件 

9 
市における女性管理職の割合（課長相当職

以上） 
R３ 19.5％ 18.1％ 30% 

10 
市内事業所における女性管理職の割合（課

長相当職以上） 
R 元 12.6％  21％ 

11 
山形県防災士養成講座を受講し、防災士資

格を取得した女性の数（市在住者） 
R２ ５人 19 人 11 人 

12 市内事業所における男性の育児休業取得率 R 元 20.9％  30％ 

13 
男性も育児・介護休業が取れることは賛成

だが、実際は取りづらいと思う人の割合 
R 元 69.6%  50% 

14 

男性の家事・育児・介護等への参加を促す

講座及び事業所対象のワーク・ライフ・バ

ランス等出前講座実施回数（※２） 

R２ 4 回 4 回 4 回 

- 
男性の 1 日平均家事時間 0 分の割合 

（モニタリング指標※3） 
R 元  3.6％    

基本目標Ⅲ 

安全・安心

な暮らしの

実現 

15 ＤＶ相談窓口を知っている人の割合 R 元 73.8％  80% 

16 ＤＶ被害を相談した人の割合（※4） R 元 20.7％  50% 

17 
小中学生向け出前講座「いのちの学習」の

実施回数（※２） 
R２ 4 校 5 校 5 校 

18 健康講座の実施回数（※２） R２ 4 回 4 回 4 回 

19 
市内中学校・高等学校における女子生徒の

選択制服（スラックス）の導入校の割合 
R３ 62.1％ 93.1％ 100% 

- 
山形市における DV 相談件数 

（モニタリング指標※５） 
R２ 320 件 307 件  

※1 算出式 審議会への活用件数 ＋ 委員会等への活用件数 ＋ 講師等への活用件数 
※2 男女共同参画センターが実施する講座の回数 
※3 第 3 次プランで目標達成したため、数値目標は設定しないが、状況把握のためモニタリン

グ指標として位置づけ、継続的な調査を実施する。 
※4 算出式 配偶者からのＤＶ被害経験ありと答えた人の割合 － 相談状況で「どこにも相談しなかっ

た」と答えた人の割合 － 相談状況で「無回答」の人の割合 
※5 ＤＶ相談受付件数の増減が、必ずしもＤＶ被害の増減と一致するとは言えないため、数値目標は設定

しないが、状況の把握のために、モニタリング指標として位置づけ、継続的な調査を実施する。 

３



３－（２） 第４次プラン 令和４年度進捗状況評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指標１ 

社会全体で男女平等と思う人の

割合 

プラン策定時 

（令和元年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

16.6％ ― 25％ ― 

説明：令和元年度実施の「男女共同参画に関する市民の意識及び実態調査」において、社会全体での

男女の立場をどのように感じているかという設問に対し、「平等」と回答した方の割合 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 

 

【参考：「社会全体で男女平等と思う人の割合」】 

 （山形市と全国の推移）                   （山形市男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  資料：山形市…「男女共同参画に関する市民の意識及び実態調査（令和元年度）」 

     全国…内閣府男女共同参画局「男女共同参画に関する世論調査」 

 

指標２ 

社会通念や慣習・しきたりで男性

優遇と感じる人の割合 

プラン策定時 

（令和元年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

77.7％ ― 50％  ― 

説明：令和元年度実施の「男女共同参画に関する市民の意識及び実態調査」において、社会通念や慣

習・しきたりで男女の立場をどう感じているかという設問に対し、男性の方が優遇されている

と回答した方の割合 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 
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10.3%
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全国

山形市

男性 女性

H26 R元H26 R元

基本目標Ⅰ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤づくり 

これまで、男女共同参画を推進する様々な取組みが進められ、法制度の整備も進んできたものの、

人々の意識の中に長い時間をかけて形成された固定的な性別役割分担やそれに基づく社会的な制度

や慣習は依然として根強く残っています。市が令和元年度に実施した意識調査においては、社会全

体における男女の地位の平等感について、「男性の方が優遇されている」と回答した人の割合は

72.4％である一方、「平等」と回答した人の割合は16.6％に過ぎません。 

背景には、働き方・暮らし方の根底に固定的な性別役割分担意識や性差に関する偏見・固定観念、

無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）があることが挙げられます。このような意識や固定

観念は幼少のころから長年にわたり形成されてきており、女性と男性のいずれにも存在するため、

子どもをはじめ様々な世代で男女双方の意識を変えていく取組みが必要です。 

４
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【参考：「社会通念や慣習・しきたりで男性優遇と感じる人の割合」】 

（山形市と全国の推移）                    （山形市男女別） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：山形市…「男女共同参画に関する市民の意識及び実態調査（令和元年度）」 

     全国…内閣府男女共同参画局「男女共同参画に関する世論調査」 

 

  評価  

この指標は令和元年度「男女共同参画に関する市民の意識及び実態調査」結果による数値を現状

値としており、次回調査（令和７年度）結果の数値との対比となります。 

指標1「社会全体で男女平等と感じている人の割合」は、前回（平成26年度）調査の18.2％から

減少しました。また、指標 2「社会通念や慣習・しきたりで男性優遇と感じている人の割合」につ

いては、前回調査の72.2％から増加しました。 

その一方で、「この10年間で女性の社会的な立場は良くなった」と答えた人は7割を超えており、

平等と思う人の割合の低下や男性優遇と感じる人の割合の増加は、男女共同参画に関する取組が進

み、市民の意識が高まっているからこそ、現状に対する要求水準が上昇した結果だと思われます。 

なお、指標１において「平等」と答えた人の割合が男性27.3％、女性10.3％と差が17ポイント

あり、指標2で「男性優遇」と答えた人の割合が男性68.2％、女性84.2％と差が16ポイントと感

じ方に大きな差があり、今後の取組にどのように反映させるか検討する必要があります。 

 

【参考：「この10年間で女性の社会的な立場は良くなったか」】 

 

 

 

 

 

 

 

 

    良くなった    変わらない    悪くなった    わからない    無回答

資料：「山形市男女共同参画に関する市民の意識及び実態調査（令和元年度）」 
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指標３ 

男女共同参画センター会議室等

利用率 

プラン策定時 

（令和元年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

63.4% 36.7％ 65% ↘ 

説明：男女共同参画センター利用者のうち、会議や研修等利用による会議室等の稼働率 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 

 

  評価  

新型コロナウイルス感染症拡大防止による利用制限等により、利用率が低くなっております。 

（参考：平成30年度68.0％ 令和元年度63.4％） 

男女共同参画センターをより多くの方に利用していただけるよう周知を図ってまいります。 

 

 

 

指標４ 

男女共同参画学習資料を活用し

た学級の割合 

プラン策定時 

（令和２年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

98.1% 100％ 100% ○ 

説明：小学２、４、６年生を対象とした男女共同参画学習資料「きらり かがやいて」を活用した学

級の割合 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 

 

  評価  

小学校における男女共同参画を啓発するため、市内37の小学校へ配布し、道徳等の授業のほか、

家庭での活用の促進を図りました。 

活用状況について、令和４年12月に各校へアンケートを行った結果、該当するすべての学級で活

用していただきました。 

 

【参考：令和４年度「きらり かがやいて」発行部数及び活用状況】 

対象学年 発行部数 活用状況・割合 

２学年 2,400部 37校中 37校 （100％） 

４学年 2,500部 37校中 36校 （100％） 

６学年 2,550部 36校中 36校 （100％） 

      ※該当学年がいない学校は、活用校数に含めない。 
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指標５ 

県外から市への女性転入者数－

市から県外への女性転出者数 

プラン策定時 

（令和２年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

－32１人 －572人 0人 ↘ 

説明：山形市へ転入された女性と山形市から転出した女性の差 

   マイナスであれば、山形市から県外へ転出されている女性が多いことになる。 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 

  評価  

  男性・女性ともにコロナ禍の影響で、令和 2 年度、3 年度は地元を離れない若者や思うように就

職活動ができない学生が多かったと考えられますが、令和4年度はオンラインでの就職活動なども

定着し、首都圏等県外の企業に就職する若者が増えたと思われます。 

  さらに、令和4年度から大学などで少しずつ対面の授業も増え、県外に進学した若者が実家での

オンライン授業から、自宅を離れ、県外の大学に通学をはじめたケースも多かったと推測されます。 

また、県社会的移動人口調査調査票によると女性の転出者のうち、20 歳から 29 歳までの転出の

割合が多い傾向があります。これにはさまざまな理由が考えられますが、進学などで一度転出した

女性は地元に戻らず、首都圏等で就職するケースが多いことと、山形市内の大学に通っていても就

職先は県外を選ぶ学生が多いことが考えられます。（公財）東北活性化研究センターが令和2年度に

実施した「人口の社会減と女性の定着に関する意識調査」によると、若年女性が東京圏を選ぶ理由

の第一位が「やりたい仕事、やりがいのある仕事が地方では見つからない」というものでした。 

今後は市内企業の魅力を伝える取組みと併せて、若年女性にとって働きやすい、働きがいがある

職場づくり、さらに住みやすい、そして活躍できる場の提供に向けて、さまざまな施策が必要にな

ってきます。 

 

【参考資料】 
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指標６ 

市の審議会等委員に占める女性

委員の割合 

（うち行政機関等の充て職を 

除いた女性委員の割合） 

プラン策定時 

（令和２年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

30.0％ 

（35.3％） 

27.0％ 
（32.9％） 

40％ 

（50％） ↘ 

説明：山形市が設置した審議会等（地方自治法第202条の3による附属機関）における女性委員の 

割合 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 

 

  評価  

令和３年度において、現状値より低下した（29.8％）ことから、令和４年１２月１５日付山形市

男女共同参画推進本部本部長名で「山形市男女共同参画推進本部決定事項」として、女性参画推進

の取組をさらに推し進めていくため、女性の委員選任に関する「チェックシート」を活用してもら

い、必要に応じて担当課にヒアリングを行うこととしました。 

  数値の改善はもとより、目標達成できるように改選時期に合わせ、女性委員の選任について担当

課に対し周知を継続してまいります。 

 

 

【参考：審議会等における女性委員割合】 

  審議会数 
（計） 

委員総数 
（人） 

女性委員割合
（％） 

国 R4.9.30現在 131 1,925 43.0 

都道府県 原則として

R4.4,1現在 

1,804 40,024 34.0 

市町村 
（政令指定都市含む） 

43,643 591,919 28.0 

山形県 R4.3.31現在 66 974 40.0 
 

資料：国・・・内閣府「国の審議会等における女性委員の参画状況調べ」 

   都道府県等・・・内閣府「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に 

関する施策の推進状況」 

 

 

基本目標Ⅱ あらゆる分野での男女共同参画の実現 

市民生活に深いかかわりをもつ市政や政策・方針の意思決定の場へ男女がともに参画し、その意

見が十分反映されることは、「男女共同参画のまち山形」を実現する基盤となります。 

また、男女を問わず幅広い年代及び多様な人材の能力を活用し、多様な価値観や発想を取り入れ

ることは、女性の活躍を推進するだけにとどまらず、様々な視点が確保されることにより、社会経

済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある持続可能な社会を生み出すとともに、あらゆる人が暮

らしやすい社会の実現につながります。 

そうした観点から、家庭や地域、そして働く場など、あらゆる分野で男女共同参画を推進すると

ともに、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）に関する意識啓発を推進します。 

 

 

 

 

８



 

指標７ 

女性人材バンク登録者数 

プラン策定時 

（令和２年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

75人 78人 100人 ↗ 

説明：「山形市女性人材バンク」は、庁内各課、国・県等向けに審議会等の委員や研修の講師等として

ふさわしい女性人材の情報整備を図るため平成 11 年に設置。３年ごとに登録者の更新を行っ

ている。 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 

 

  評価  

市主催講座の講師を引き受けていただいた方など、広く庁内から女性人材の情報を募ったことに

より、微増となりました。 

  引き続き、女性人材育成事業への参加者や庁内への周知を行うなどし、更なる登録者の増加に努

めてまいります。 

 

 

 

指標８ 

女性人材バンク年間活用件数 

プラン策定時 

（令和２年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

73件 49件 100件 ↘ 

説明：「女性人材バンク」の登録者を審議会等委員や主催事業の講師等で活用した件数 

※算出式：審議会への活用件数＋委員会等への活用件数＋講師等への活用件数 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 

 

  評価  

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、講座や講演会開催を中止する課等が多かったた

め、著しく減少した。令和２年度以降、新型コロナウイルス感染症拡大防止により、講座開催が大

幅に減少したとみられ、女性人材バンクの活用件数が大幅に減少しております。 

活用の内訳については、山形市の審議会・委員会等の委員38人、講座講師等が11人でした。引

き続き、女性人材バンクの活用を促す周知を行い、活用件数を増やす取組みを行ってまいります。 

 

 

 

指標９ 

市における女性管理職の割合

（課長相当職以上） 

プラン策定時 

（令和３年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

19.5％ 18.1％ 30％ ↘ 

説明：山形市役所における課長相当職以上の管理職のうち、女性の管理職の割合 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 

 

９



  評価  

性別にかかわらない公正な評価・登用を行いましたが、第３期あったか家族応援プログラムにおけ

る目標値である30％には届きませんでした。 

 引き続き、性別にかかわらない公正な評価に努めるともに、女性職員向けに女性活躍推進研修を実

施し、監督・管理職として活躍できるよう準備も行ってまいります。 

 

 

指標１０ 

市内事業所における女性管理職

の割合（課長相当職以上） 

プラン策定時 

（令和元年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

12.6％ ― 21％ ― 

説明：令和元年度実施の「男女共同参画に関する事業所の意識及び実態調査」において、部長相当職

及び課長相当職の役職に就いている女性の割合 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 

 

  評価  

この指標は令和元年度「男女共同参画に関する事業所の意識及び実態調査」結果による数値を現

状値としており、次回調査（令和７年度）結果の数値との対比となります。 

 

【参考：事業所管理職に占める女性の割合】 

 
管理職 

計 
 係長相当職 

（参考値） 部長相当職 課長相当職  

役職人数 703人 1,588人 2,291人  1,347人 

 うち男性 655人 1,347人 2,002人  890人 

 うち女性 48人 241人 289人  457人 

各役職に占める 

女性の割合 
6.8％ 15.2％ 12.6％  33.9％ 

 

 

指標１１ 

山形県防災士養成講座を受講

し、防災士資格を取得した女性

の数（市在住者） 

プラン策定時 

（令和２年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

5人 19人 11人 ○ 
説明：当該年度に防災士資格を取得した市内在住の女性の数 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 

 

  評価  

 自主防災組織のリーダーの育成を図るため、防災士の資格取得を促進しております。 

 女性の防災に対する意識の高まりが取得者の増につながっていると考えております。 

１０



指標１２ 

市内事業所における男性の育児

休業取得率 

プラン策定時 

（令和元年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

20.9％ ― 30％ ― 

説明：令和元年度実施の「男女共同参画に関する事業所の意識及び実態調査」において、男性社員が 

   育児休業を取得した割合 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 

 

  評価  

この指標は令和元年度「男女共同参画に関する事業所の意識及び実態調査」結果による数値を現

状値としており、次回調査（令和７年度）結果の数値との対比となります。 

山形市内の事業所における男性の育児休業取得率は、厚生労働省が実施した「令和４年度雇用均

等基本調査」における男性の育児休業取得率の 17.13％を上回っているものの、目標達成できるよ

う、引き続き国・県・関係機関と連携し、事業所に対してワーク・ライフ・バランスや男性の家事・

育児・介護等への参画に関する啓発を行ってまいります。 

 

 

【参考：男性の育児休業取得率】 

 取得割合 

市内事業所 ２０．９％ 

「男女共同参画に関する事業所の意識及び実態調査（令和元年度）」 

 

 令和２年度 
取得割合 

令和３年度 
取得割合 

令和４年度 
取得割合 

山形市 職員 ２５．５％ ３５．８％ ５４．５％ 
 

資料：次世代育成支援対策推進法に基づく第３期あったか家族応援プログラム（山形市役所

次世代育成支援特定事業主行動計画） 

 

 

 

 

 

指標１３ 

男性も育児・介護休業が取れる

ことは賛成だが、実際は取りづ

らいと思う人の割合 

プラン策定時 

（令和元年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

69.6％ ― 50％ ― 

説明：令和元年度実施の「男女共同参画に関する市民の意識及び実態調査」において、育児や家族の

介護を行うために、法律に基づき育児休業・介護休業を取得できる制度があるが、男性がこの

制度を活用することについてどう思うかという設問に対し、男性が育児・介護休業を取ること

は賛成だが、現実には取りづらいと思うと回答した方の割合 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 
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  評価  

この指標は令和元年度「男女共同参画に関する事業所の意識及び実態調査」結果による数値を現

状値としており、次回調査（令和７年度）結果の数値との対比となります。 

「職場に取りやすい雰囲気がない」「社会全体の認識が十分にない」との理由から取得しづらいと

感じる方は多いようです。目標達成できるよう、引き続き市内の事業所に対し、男性も育児・介護

休業を取得できる環境整備に向けた広報など社会的な気運の醸成を図ってまいります。 

 

 

 

指標１４ 

男性の家事・育児・介護等への参

加を促す講座及び事業所対象の

ワーク・ライフ・バランス等出前

講座実施回数 

プラン策定時 

（令和２年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

４回 ４回 ４回 ○ 

説明：男女共同参画センターが実施している講座と事業所向けの出前講座の実施回数 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 

 

  評価  

  家庭内における家事・育児等への参加を促し、女性も男性も一人ひとりが望む生き方・働き方が

実現できる社会を目指す講座「イクメン・カジメン・イクジイ講座」として２回、事業所向けの出

前講座を１回実施しました。また、山形県と共催で、男性育休準備セミナーを開催しました。 

 

 

 

モニタリング指標① 

男性の 1 日平均家事時間 0 分の

割合 

プラン策定時 

（令和元年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

3.6％ ―   

説明：令和元年度実施の「男女共同参画に関する市民の意識及び実態調査」において、平日、家事（掃

除、洗濯、炊事など）に使う時間は１日平均どのくらいかという設問に対し、０分と回答した

男性の割合 

 

  評価  

第３次プランにおいて、10％以下という目標を達成したため、数値目標は設定しませんが、状況

把握のため引き続き調査対象としております。 
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指標１５ 

ＤＶ相談窓口を知っている人の

割合 

現状値 

（令和元年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

73.8％ ― 80％ ― 

説明：令和元年度実施の「男女共同参画に関する市民の意識及び実態調査」において、配偶者などや

交際相手からのＤＶについて相談できる窓口としてどのようなものを知っているかという設

問に対し、わからないと回答した方及び無回答の方を除いた割合 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 

 

 

指標１６ 

ＤＶ被害を相談した人の割合 

現状値 

（令和元年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

20.7％ ― 50％ ― 

説明：令和元年度実施の「男女共同参画に関する市民の意識及び実態調査」において、これまでに、

配偶者などからＤＶを受けたことがあると回答した方のうち、誰かに打ち明けたり、相談した

りしたかという設問に対し、相談できなかったもしくは相談しようとは思わなかったと回答し

た方及び無回答の方を除いた割合 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった  

→：計画時と変わらず目標値に達していない －：次回調査（Ｒ７予定）結果との対比につき評価しない 

 

 

 

 

基本目標Ⅲ 安全・安心な暮らしの実現 

配偶者やパートナーなど身近な人から受ける暴力（ドメスティック・バイオレンス：ＤＶ）は、犯

罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、潜在化しがちであり、社会の理解も

不十分で、個人的な問題として矮小化されることもあります。被害者の多くは女性であり、背景には

男女の性別による固定的な役割分担意識、社会的地位や経済的格差などがあることから、あらゆる

暴力防止に向けて、社会全体で取り組んでいかなければなりません。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大では、外出自粛や休業等による生活不安・ストレスからＤ

Ｖの増加と深刻化などのリスクの高まりが危惧されるため、被害者が相談機会を逸失しないよう相

談窓口の周知、啓発に取り組みます。 

さらに、将来的にＤＶの被害者・加害者とならないよう、若年層への情報提供と意識啓発を進める

とともに、被害者が暴力から逃れ、安全で安心した生活を送れるように、相談体制の整備と、関係機

関と連携した自立支援等の対策を進めます。 

また、心身の健康は暴力や貧困などの社会的要因によって大きく影響を受ける面があるため、健

康課題解決には、背景となる社会課題の解決が求められます。生涯を通じた健康の保持のために、男

女それぞれのライフステージに応じた心身の健康維持と健康づくりを支援するとともに、高齢者や

障がい者、ひとり親家庭、外国人居住者など生活上の困難に直面する人々への支援及び、多様な性へ

の理解促進に努め、様々な立場の人々の人権が尊重され自らの意思で多様な生き方を選択できる環

境の整備を進め、誰もが安全・安心に暮らせるための環境づくりに努めます。 
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自分にも悪いところがあるから

相談するほどのことではないと思ったから

全体

男

女

  評価  

この指標は令和元年度「男女共同参画に関する市民の意識及び実態調査」結果による数値を現状

値としており、次回調査（令和７年度）結果の数値との対比となります。 

ＤＶ相談窓口を知っている方の割合は、前回（平成26年度）調査より増加したものの、相談され

た方の割合が前回調査より約10ポイント減少しました。 

ＤＶ相談窓口については、市有施設の他、市内商業施設等30か所に相談窓口を記載したカード

を設置するなど、相談窓口の周知に努めておりますが、どなたでも安心して相談できることをよ

り一層周知するとともに、市役所職員における相談対応の資質向上に努めてまいります。 

 

【参考：配偶者などからＤＶを受けたことがある方の相談状況】 

 相談した 相談しなかった 無回答 

山形市 20.7％ 72.2％ 7.1％ 

国 47.1％ 48.9％ 4.0％ 

資料：山形市…「男女共同参画に関する市民の意識及び実態調査（令和元年度）」 

        国…内閣府男女共同参画局「男女共同参画に関する世論調査」 

 

【参考：「相談しなかった」理由】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「山形市男女共同参画に関する市民の意識及び実態調査（令和元年度）」 

 

 

 

指標１７ 

小中学生向け出前講座「いのち

の学習」の実施回数 

現状値 

（令和２年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

4校 5校 5校 ○ 

説明：男女共同参画センターが実施した「いのちの学習」の実施回数 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった 

→：計画時と変わらず目標値に達していない 

 

  評価  

  市内小学校 5校（6学年 2校、5学年 1校、3・4学年 1校、2学年 1校）に出前講座を実施し、

289名が受講した。 

  引き続き、講座開催の依頼があった学校・学年の要望に応えられるようにしてまいります。 
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指標１８ 

健康講座の実施回数 

現状値 

（令和２年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

4回 4回 4回 ○ 

説明：男女共同参画センターが実施した「健康講座」の実施回数 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった 

→：計画時と変わらず目標値に達していない 

 

  評価  

  男性も女性も人生の各段階に応じた適切な健康に保持増進ができるように支援する「健康講座」 

を4回実施しました。 

 

 

 

指標１９ 

市内中学校・高等学校における

女子生徒の選択制服（スラック

ス）の導入校の割合 

現状値 

（令和２年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

62.1％ 93.1％ 100％ ↗ 

説明：市内中学校・高等学校における女子生徒の選択制服（スラックス）の導入校の割合 

（達成状況）○：目標値達成 ↗：計画時より目標値に近づいた ↘：計画時より目標値から遠ざかった 

→：計画時と変わらず目標値に達していない 

 

  評価  

  市内中学校においては全校選択制服を導入しています。 

  市内高等学校においては２校を除き、選択制服を導入しています。 

 

 

モニタリング指標② 

山形市におけるＤＶ相談件数 

現状値 

（令和２年度） 

令和４年度 

数値 

目標値 

（令和８年度） 

達成 

状況 

320件 307件   

説明：山形市役所の各課等で受付したＤＶ相談件数 

 

  評価  

  ＤＶ相談受付件数の増減が、ＤＶ被害の増減と一致するとは言えないため、数値目標は設定しな

いが、状況把握のため、継続的に数値の把握を行います。 
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意識啓発に関
する調査・研
究の推進

・男女共同参画に関する市民・事業所の意識
及び実態調査の実施
・男女共同参画に関するデータや事例等の情
報収集と提供

男女共同参画
センター

・５年ごとの調査のため実施していない（次回調査：令和
７年度）

男女共同参画
センターの機
能の充実

・男女共同参画講演会、講座などの拡充
・オンライン講座の実施

男女共同参画
センター

・「いきいき山形男女共同参画プラン」の３つの基本目標
に基づく内容で16講座、計32回の講座を実施し、受講者は
延べ703名であった。
　このうち５講座をオンライン受講可能とし、受講者は延
べ17名であった。

多様な媒体を
通じた広報・
啓発活動の推
進

・広報やまがた、テレビ広報、ラジオ広報な
どでの積極的広報
・男女共同参画情報紙、ホームページ、ＳＮ
Ｓなどにおける様々な情報の発信

広報課

男女共同参画
センター

【広報課】
・広報やまがたへの掲載、テレビ広報番組・ラジオ広報番
組の放送
【男女共同参画センター】
・国や関係機関からの情報や事業実施に関する情報につい
て、広報やまがた、山形市ホームページ、ＳＮＳなどでの
周知のほか、必要に応じて関係機関等87カ所へのチラシの
配布を行った。また、事業の実施内容等は男女共同参画セ
ンター情報紙「ファーラ」に掲載するなどし、情報提供を
行った。

世界の男女共
同参画に対す
る理解の促進

・男女共同参画センターにおけるＳＤＧｓ及
び世界の男女共同参画に関する学習機会の提
供

男女共同参画
センター

・「いきいき山形男女共同参画プラン」の中で、ジェン
ダーギャップ指数を取り上げるなど、女性活躍に関する国
際的な動きの周知を行った。

・様々な機会における固定的性別役割分担意
識の見直しの促進

全庁
・男女共同参画センターでは、男女共同参画情報紙
「ファーラ」に特集記事を掲載し、周知・啓発を行った。

・性差に関する偏見、固定観念や無意識の思
い込み（アンコンシャス・バイアス）を解消
する講座等の充実

男女共同参画
センター

・ジェンダーに関する講座を１回実施し、受講者は29名で
あった。また、男女共同参画情報紙「ファーラ」にアンコ
ンシャス・バイアス解消に関する特集記事を掲載し、周知
を行った。

男女共同参画
の視点に立っ
た表現の浸透

・各種広報における男女共同参画の視点に
立った表現の浸透

全庁

男女共同参画
センター

【男女共同参画センター】
・山形県が作成した「男女共同参画の視点に配慮した表現
のガイドライン」を庁内に周知した。

地域社会にお
ける啓発の推
進

・公民館・コミュニティセンターにおける市
民を対象とした講座の実施

広報課

社会教育青少
年課

男女共同参画
センター

【広報課】
・コミュニティセンターにおいて実施していない
【社会教育青少年課】
・公民館が実施する社会教育事業において、男女共同参画
に関する講座を実施した。
（91事業 198講座 3,203人）
【男女共同参画センター】
・実施していない

生涯学習にお
ける男女共同
参画の推進

・男女共同参画に関する学習機会の提供
・大学等と連携した男女平等学習の充実
・「男女共同参画に関する作品」の募集と表
彰

男女共同参画
センター

・男女共同参画に関する講座を５講座、計12回実施し、受
講者は延べ168名であった。
・山形大学及び東北文教大学において、ゲストスピーカー
として講義を各１回実施した。
・男女共同参画に関する一行詩の募集を行い、大学・一般
の部151作品、中学・高校の部756作品計907作品の応募が
あり、各部の最優秀賞を含む30作品（大学・一般：８作
品、中学・高校：22作品）に対し表彰した。

・学校でのあらゆる教育活動における男女平
等の推進

学校教育課
・学校の教育活動全体を通して、男女が互いに尊重し合
い、公正な考えや判断の下、平等・対等な立場で交流がで
きるように指導している。

・男女共同参画学習資料の作成・活用

学校教育課

男女共同参画
センター

【学校教育課】
・小学校向け男女共同参画学習資料「きらりかがやいて」
の編集に参加し、各学校に周知するとともに積極的な活用
について指導した。
【男女共同参画センター】
・小学２、４、６年生を対象とした男女共同参画資料「き
らり　かがやいて」を市内37校へ配布し、授業のほか、家
庭でも活用するよう促進を図った。

基本
目標

基本
方針

施策
の

方向
具体的施策 計画の事務事業内容

令和４年度
実施事務事業

３－（3）　令和４年度実施事務事業の状況
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へ
の
理
解
を
広
げ
る
啓
発
活
動
の
充
実

性
別
に
よ
る
固
定
的
役
割
分
担
意
識
と
社

会
慣
行
の
見
直
し

社
会
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
意
識
の
啓
発

男女の意識改
革の促進

男女共同参画
の視点に立っ
た教育の実施

子
ど
も
た
ち
の
男
女
共
同
参
画
意
識

を
育
む
教
育
の
推
進

Ⅰ
　
男
女
共
同
参
画
社
会
の
実
現
に
向
け
た
基
盤
づ
く
り

男
女
共
同
参
画
意
識
を
育
む
教
育
・
学
習
の
充
実

担当課

１６



基本
目標

基本
方針

施策
の

方向
具体的施策 計画の事務事業内容

令和４年度
実施事務事業

３－（3）　令和４年度実施事務事業の状況

担当課

男
女
共
同
参
画
意
識
を

育
む
教
育
・
学
習
の
充

実

子
ど
も
た
ち
の
男
女
共

同
参
画
意
識
を
育
む
教

育
の
推
進

男女共同参画
の視点に立っ
た教育の実施

・「男女共同参画に関する作品」の募集及び
協力

学校教育課

男女共同参画
センター

【学校教育課】
・男女共同参画センターによる「男女共同参画に関する作
品」募集に協力している。
【男女共同参画センター】
　男女共同参画に関する一行詩の募集にあたり、市内４大
学・13高校・１学校・16中学校にチラシを送付し、学生・
生徒からの作品を募った。また、優秀作品を紹介するポス
ターを各小中学校に配付した。

・男女混合名簿の実施
・性別にとらわれず、生徒の能力や個性を生
かした進路指導の充実
・教職員を対象とした男女平等の理解を深め
る研修の実施

こども未来課

学校教育課

【こども未来課】
・市立保育園、児童館において男女混合名簿の作成や、男
女別の習慣やイメージにとらわれない保育の展開、教材の
使用を推奨した。
・性別にとらわれず、様々なあそびや体験を通し、一人ひ
とりの発達を考慮しながら豊かな感性を育てている。
男女平等、子ども一人ひとりの人権を尊重する保育につい
ての研修を1月に行った。また、令和5年度より、市立保育
所職員の人権意識の向上を図るため、保育の振り返りと話
し合いの機会を定期的（6月・10月・2月）に実施すること
とした。
【学校教育課】
・男女混合名簿については、ほぼ全ての学校において導入
している。未導入の学校に対して次年度までの検討を依頼
している。
・教員への啓発のため、生徒指導連絡会等で研修の機会を
設定するとともに、LGBTサポートハンドブックの活用を推
進している。

・校長会・教頭会との連携強化 学校教育課
・校長会、教頭会と連携し、教職員に対する男女平等教育
を推進している。

・保育園・児童館から保護者に向けた男女共
同参画に関する情報の提供

こども未来課

男女共同参画
センター

【こども未来課】
・保護者会や個人面談等の中で話題にしたり、情報を提供
した。
【男女共同参画センター】
・国や関係機関からの情報や男性の育児参加に関する講座
をはじめとする各種事業の情報について、チラシや男女共
同参画センター情報紙「ファーラ」を市内２４の子育て支
援センター等に送付し、保護者への情報提供を行った。

・家庭教育資料の市のホームページへの掲載 学校教育課 ・実施していない。

・保護者に対する啓発の促進

こども未来課

学校教育課

男女共同参画
センター

【こども未来課】
・園児のロッカーや、下足箱等が男女別になっていないこ
とや送迎時等を利用して、性別を意識した言葉かけや注意
などしないよう保護者へ話をし、男女平等への理解の促進
に努めた。
【学校教育課】
・保護者への資料の配付などで、啓発活動を進めるように
努めている。
【男女共同参画センター】
　小学２、４、６年生を対象とした男女共同参画資料「き
らり　かがやいて」を市内37校へ配布し、授業のほか、家
庭でも活用するよう促進を図った。

・ＰＴＡ活動における男女共同参画の促進 学校教育課
・PTA活動において、男女差なく参加できる内容や方法での
実施が推進されるように努めている。

性別にとらわ
れない教育活
動の推進

保護者を対象
とした男女共
同参画の理解
の促進

子
ど
も
た
ち
の
男
女
共
同
参
画
意
識
を
育
む
教
育
の
推
進

男
女
共
同
参
画
意
識
を
育
む
教
育
・
学
習
の
充
実

Ⅰ
　
男
女
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同
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画
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会
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向
け
た
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り
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基本
目標

基本
方針

施策
の

方向
具体的施策 計画の事務事業内容

令和４年度
実施事務事業

３－（3）　令和４年度実施事務事業の状況

担当課

・若者定着促進事業 企画調整課

１ 大学生と市内企業のマッチングに向けた情報発信
  市内企業に関する情報を新たな視点で発信し、市内の大
学生と市内企業の接点を増やすことで、大学生と市内企業
とのマッチングの確度を高め、山形市への大学生の定着を
促進するため、情報発信サイト「やまがたインターン」に
て企業経営者及び若手社員のインタビュー記事・動画の配
信を行った。
２ 市内大学による人材育成の認知度アップ事業
  市内３大学における人材育成の内容について、市内企業
の認知度が低いという課題を解決するため、大卒採用を検
討する市内企業２０社に対し、市内３大学それぞれの教職
員による取組紹介を行った。
３ 企業と学生の交流イベント
　大学生が就職を希望する業種・職種に対して、その受け
皿となり得る企業が市内にあるにもかかわらず十分に認知
されていないことから、大学生と市内企業が交流する機会
を創出して相互の理解を深め、市内企業への就職を促進す
るため、企業と学生の交流イベントを開催した。
４ 企業訪問等に向けた学生向けガイダンス
　大学生が就職先を検討する上で企業等に実施して欲しい
こととして、社員から話を聞く機会の創出や企業訪問・イ
ンターンシップの実施が挙げられていることから、企業訪
問やインターンシップの意義や準備などのノウハウを専門
講師が解説するほか、企業訪問やインターンシップを経験
した若手社会人の経験談を聞くトークセッションを行うセ
ミナーを開催した。

・Ｑ１プロジェクト推進事業
文化創造都市

課

・Ｑ１の供用開始に向けた外構工事を行い、令和4年9月1日
より供用を開始したやまがたｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞｼﾃｨｾﾝﾀｰＱ１の維持
管理を行った。また、クリエイティブプロデュース業務と
して、市内の魅力的な活動を行う企業・人・プロジェクト
等を取り上げ、動画配信等での魅力発信を２回行ったほ
か、先進的な活動をしているクリエイター等をゲストに迎
えた公開型の企画会議を１回などを行った。
人材育成業務としては、テクノロジー・クリエイティブ領
域で活動するクリエイターを招聘し、子供向けのワーク
ショップを２回行った。

・地域大学との連携による学生の街なか居住
推
　進事業

管理住宅課
・女子専用準学生寮15戸の山形クラス「駅前大通り」の改
修事業の補助を実施。

・男女共同参画情報紙による地元で活躍する
女性に関する情報発信

男女共同参画
センター

　年２回発行した男女共同参画情報紙「ファーラ」におい
て、地元で活躍する女性に関する記事を掲載し、全国の行
政機関や市内関係機関・団体等2,012カ所へ送付し、情報発
信を行った。

・キャリア教育講座の開催
・女性活躍のための人材育成プログラムでの
取組みを情報発信し、若年女性の意識啓発を
図る。
　［女性人材育成事業の充実］

男女共同参画
センター

・キャリア教育講座を２講座、計５回実施し、受講者は延
べ60名であった。
・女性人材育成事業における活動を発表会などを通して広
く情報発信した。

・高校と連携したふるさと教育の実施 企画調整課
・山形連携中枢都市圏に係る事業の一環として、連携協定
を締結している惺山高等学校と山形東高等学校の探究活動
に対する助言等のサポートを計５回実施した。

・男女共同参画のまちづくりを推進するた
め、男女共同参画センター事業における市民
団体・ＮＰＯとの連携

男女共同参画
センター

　市民団体等が自主的に企画・運営する男女共同参画社会
実現に向けた学習事業（市民企画講座事業）の募集を行
い、３団体より応募があり、いずれも採択し、３講座の実
施に至った。（受講者延べ82名）また、男女共同参画に関
する活動を行っている市民団体等に対し、活動支援のため
に貸館を行い、利用者は延べ6,132名であった。

・各審議会等の開催についての公告
・各審議会等議事録の情報公開窓口での閲覧
　及び市ホームページへの掲載

市民相談課

・審議会等の会議の開催を広く周知するため、会議開催の
公告の写しを情報公開窓口において閲覧に供するととも
に、市ホームページへ掲載した。（開催された会議：延べ
197会議）
・審議会等の会議結果を周知するため、公開した審議会等
の議事録等を情報公開窓口において閲覧に供するととも
に。市ホームページへ掲載した。（公開した会議：延べ65
会議）

・まちづくり活動への女性の関心の喚起
・自治・時事問題に関する学習事業の充実
・議会や審議会への傍聴の促進

全庁
【男女共同参画センター】
・ポスターやチラシの掲示、配付等を行い啓発を図る。

女
性
の
地
元
定
着
の
促
進

女
性
の
地
元
定
着
に
向
け
た
意
識
啓
発

審
議
会
等
委
員
へ
の
女
性
の
参
画
推
進

政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参
画
拡
大

大
学
等
と
の
連
携
に
よ
る
若
者
の
地
元
定
着
促
進

大学等との連
携による若者
の地元定着

女性の地元定
着を促進する
ための情報発
信

市政や行政に
対する関心の
喚起と男女共
同参画の推進
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基本
目標

基本
方針

施策
の

方向
具体的施策 計画の事務事業内容

令和４年度
実施事務事業

３－（3）　令和４年度実施事務事業の状況

担当課

・審議会等における女性委員の参画状況調査
の実施及び積極的な起用の推進
・山形市女性人材バンクの充実

男女共同参画
センター

・審議会等における女性委員の参画状況の調査を実施し、
令和４年度末の女性委員の比率は27.0％であった。女性委
員の選任に向けた意識付けのため、選任・改選時期が近づ
く審議会等において、委員選任に関する「チェックシー
ト」を活用し、必要に応じて担当課にヒアリングを行っ
た。
・山形市女性人材バンクの名簿を全庁的に周知し、委員選
任における活用等の推進を図った。

・審議会・委員会における女性委員比率の目
標値４０％の達成
・公募制やクオータ制導入の検討
・女性人材育成事業の充実
・山形市女性人材バンクの活用

全庁

【男女共同参画センター】
・審議会等における女性委員の参画状況調査を実施し、令
和４年度末の審議会等における女性委員の比率は、27.0％
であった。目標達成に向け、選任・改選時期が近づく審議
会等において、委員選任に関する「チェックシート」を活
用してもらい、女性委員の選任に向けた意識付けを行うと
ともに、山形市女性人材バンクの活用の推進を図った。

・国・県・関係機関の情報提供及び男女共同
参画情報紙による企業や団体等における女性
の活躍を推進するための啓発活動の実施

男女共同参画
センター

・国等からの情報について、広報やまがたやセンター内掲
示板にて周知するともに、年２回発行した男女共同参画情
報紙「ファーラ」において、地元で活躍する女性に関する
記事を掲載し、全国の行政機関や市内関係機関・団体等
2,012カ所へ送付するなど啓発を行った。

・女性の職域拡大の啓発
・女性の参画の促進

全庁

【男女共同参画センター】
　選任・改選時期が近づく審議会等の担当課に対し、委員
選任に関する「チェックシート」の活用・提出を依頼し、
女性委員の選任に向けた意識付けを行った。

事業所におけ
る男女共同参
画状況調査の
実施

・男女共同参画に関する事業所意識調査の実
施・広報・活用

男女共同参画
センター

　５年ごとの調査のため実施していない（次回調査：令和
７年度）

・市における女性管理職の登用促進 職員課
・性別にかかわらない公正な評価・登用を行ったが、女性
管理職の割合は18.1％であった。

・事業所における女性の活躍を推進するため
の啓発活動の実施

男女共同参画
センター

・女性活躍推進に関する情報や事業について、広報やまが
た、山形市ホームページ、ＳＮＳなどで周知を図ったほ
か、男女共同参画センター情報紙「ファーラ」に掲載する
などし、啓発を行った。

・企業版ふるさと納税を活用するなど官民連
携による女性人材育成事業の実施
　［女性の地元定着に向けた意識啓発(再
掲)］

企画調整課

男女共同参画
センター

【企画調整課】
・企業版ふるさと納税を活用し、事業実施については男女
共同参画センターにて行った。
【男女共同参画センター】
・女性人材育成事業として、企業等の経営者向けのセミ
ナーを実施し、45社56名が受講した。また、組織のトップ
として活躍している女性を招いたトークイベントを実施
し、56名受講した。
　また、女性が抱える悩みや課題を自ら解決することを目
指す探究型プログラムのワークショップを計８回実施し、
応募者のうち選考された市内在住・在勤の20名が課題解決
に取り組んだ。

・男女共同参画センターにおける女性活躍推
進を図るための講座の実施
・山形市女性人材バンク登録者への研修の実
施

男女共同参画
センター

・エンパワーメントに関する講座を２回実施し、受講者は
延べ12名であった。また、女性活躍推進に関する講座を２
講座、計５回実施し、受講者は延べ60名であった。
・女性学講座を開催する際、人材バンク登録者へ講座案内
を行い、参加者を募った。

女性人材育成
事業の充実

・女性農業者の社会参画及び経営参画を支援
するための農業経営等に関する研修会・講演
会の実施

農政課
・男女問わず参加できる研修会３講座６回、講演会１回を
実施した。

自主活動と
ネットワーク
づくりへの支
援

・男女共同参画センター機能（情報提供・貸
館・交流等）の充実

男女共同参画
センター

・男女共同参画社会の形成に資する図書等及び他行政機関
の情報資料を収集し、センター内にて提供しており、図書
については延べ113件の貸出を行った。また、男女共同参画
に関する活動を行っている団体等に対し、活動支援のため
に貸館を行い、利用者は延べ6,132名であった。

女性人材育成
事業の充実

市の審議会・
委員会委員へ
の女性の参画
推進

男女共同参画
の啓発・促進

方
針
決
定
過
程
へ
の
男
女
共
同
参
画
の
促

進

市や事業所に
おける管理職
への女性登用
促進
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基本
目標

基本
方針

施策
の

方向
具体的施策 計画の事務事業内容

令和４年度
実施事務事業

３－（3）　令和４年度実施事務事業の状況

担当課

政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の

参
画
拡
大

女
性
活
躍
推
進
の
た
め
の
人
材
育
成

自主活動と
ネットワーク
づくりへの支
援

・男女共同参画推進のために活動する団体に
おける自主活動及びネットワークづくりへの
支援

企画調整課

男女共同参画
センター

【企画調整課】
・市民活動支援センターを拠点に、会議室・作業スペース
の提供、市民活動に係る諸手続きのサポート、印刷機器の
貸出等を通して当該団体への支援を行った。
男女共同参画分野での活動団体：センター登録331団体中39
団体
【男女共同参画センター】
・市民団体等が自主的に企画・運営する男女共同参画社会
実現に向けた学習事業（市民企画講座事業）の募集を行
い、３団体より応募があり、いずれも採択し、３講座実施
に至った。（受講者延べ82名）また、男女共同参画に関す
る活動を行っている団体等に対し、活動支援のために貸館
を行い、利用者は延べ6,132名であった。

男女共同参画
の視点に立っ
た家庭教育講
座の実施

・男女平等の内容、視点を取り入れた家庭教
育講座の実施

男女共同参画
センター

・男女平等に関する講座を２講座計４回実施し、受講者は
延べ48名であった。うち２講座は親子参加型とし、受講者
はそれぞれ親子６組12名であった。

家庭教育に関
する情報の提
供と相談事業
の充実

・男女共同参画学習資料の作成・配布
・男女共同参画センターにおける相談事業の
充実

男女共同参画
センター

・小学２、４、６年生を対象とした男女共同参画資料「き
らり　かがやいて」を市内37校へ配布し、授業のほか、家
庭でも活用するよう促進を図った。
・女性カウンセラーによる一般相談、弁護士による法律相
談、助産師による女性の健康相談を実施し、一般相談は延
べ391件、法律相談は111件、健康相談は延べ64件の相談が
あった。

・地域活動におけるあらゆる機会での積極的
な啓発（公民館・コミュニティセンターを通
した地域への広報）

広報課

社会教育青少
年課

男女共同参画
センター

【広報課】
コミュニティセンターを通した地域への広報
【社会教育青少年課】
・公民館が発行する公民館だよりに、男女共同参画に関す
る講座や啓発等の記事を掲載した。
【男女共同参画センター】
講座開催に関するチラシや情報紙「ファーラ」、「男女共
同参画に関する一行詩」の優秀作品のポスターを市内すべ
ての公民館、コミュニティセンターに送付し、地区の方へ
の啓発を行った。

・男女共同参画センターにおける育児サーク
ルリーダー研修会の実施
・市民企画講座、出前講座、ファーラ大学の
実施

男女共同参画
センター

・育児サークル交流研修会として、３回実施し、受講者は
延べ31名であった。
・市民企画講座事業の募集を行い、３団体より応募があ
り、いずれも採択し、３講座実施した。（受講者延べ82
名）
・出前講座は小・中学生向け講座を小学校５校で実施し、
受講者は289名であった。また、企業向け講座を１社で実施
し、受講者は17名であった。

・まちづくり活動への女性の関心の喚起
・自治・時事問題に関する学習事業の充実
・議会や審議会への傍聴の促進

全庁
（男女共同参画センター）
・ポスターやチラシの掲示、配付等を行い啓発を図る。

・消費者活動への男性参画の促進を図る消費
者啓発・教育講座の実施

消費生活セン
ター

・ＦＰ協会等と「くらしの講座」や「生活講座」を共催
し、消費者教育を実施した。（５回）
・「消費生活出前講座」を開催し、消費者啓発及び教育を
実施した。（２５回）
・「消費生活講演会」を市民向けに１回、消費者啓発協力
員向けに２回開催し、消費者教育を実施した。

・ＰＴＡ活動における男女共同参画の促進 学校教育課
・PTA活動において、男女差なく参加できる内容や方法での
実施が推進されるように努めている。

・ボランティア、ＮＰＯ活動に関する相談、
情報提供の充実

企画調整課

・市民活動支援センターを拠点に、会議室・作業スペース
の提供、市民活動に係る諸手続きのサポート、印刷機器の
貸出等を通して支援を行った。また、企画調整課でもＮＰ
Ｏ認証業務を行っているほか、コミュニティファンドをＨ
20年度から運用し、本年度は11団体に補助を実施した。
（11,958千円）
センター登録331団体、山形市所管98法人

地
域
防
災
活
動
に

お
け
る
男
女
共
同

参
画
の
推
進

男女共同参画
の視点に立っ
た防災対策の
推進

・男女共同参画の視点に立った防災計画の策
定
・女性に配慮した災害用備蓄物資の整備
・女性のニーズを反映した避難所の運営体制
の整備

防災対策課

男女共同参画
センター

【防災対策課】
・防災会議への女性の推薦を依頼
・乳児用液体ミルク及び使い捨て哺乳瓶の備蓄の増量
・生理用品の備蓄の増量
【男女共同参画センター】
・実施していない。
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庭
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推
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活
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社会活動に男
女がともに参
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男女共同参画
に向けた地域
活動への支援

家
庭
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画

意
識
の
啓
発
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基本
目標

基本
方針

施策
の

方向
具体的施策 計画の事務事業内容

令和４年度
実施事務事業

３－（3）　令和４年度実施事務事業の状況

担当課

・自主防災組織の育成強化と男女共同参画の
推進
・防災士資格取得による女性リーダーの育成

防災対策課
・令和５年２月に女性を対象とした地域防災研修会を実施
した。

・消防団女性消防隊の育成・参画 消防本部
・令和4年2月～3月に計5回、延べ410人の消防団員に対し、
応急手当講習を行った。また、一般募集の応急手当講習の
指導を協力した。（年10回程度、延べ300人）

・地域の防災活動における男女共同参画のた
めの啓発
・災害時における男女共同参画センター等の
相互ネットワークによる災害支援

男女共同参画
センター

・市民企画講座において、地域防災に対し必要な男女共同
参画のための講座を実施し、受講者は16名であった。
・災害時における男女共同参画センター等の相互支援ネッ
トワークに登録し、男女共同参画の視点からの防災・災害
対応等の情報共有を行った。

・男女の雇用機会均等と待遇の平等について
の情報提供
・企業内研修のための情報提供や講師派遣事
業の実施

男女共同参画
センター

・関係機関等87カ所へのチラシの配布のほか、広報やまが
た、山形市ホームページ、ＳＮＳなどで周知を図ったほ
か、男女共同参画センター情報紙「ファーラ」に掲載する
などし、情報提供を行った。
・企業等で男女共同参画に関わる研修会の講師派遣事業に
ついて、各関係機関に周知のうえ募集を行ったところ、１
企業からの申込みがあり、研修を実施した。

・国・県と連携した男女の雇用機会均等と待
遇の平等についての啓発

産業政策課
・国等の担当部局の制作するポスターやチラシの提示、配
布等の協力を行い啓発を図った。

・女性の活躍の推進に積極的に取り組む企業
に対するインセンティブの付与

管理住宅課

令和５・６年度競争入札参加者名簿更新にあたり、その資
格審査にかかる発注者別評価点に次の項目を盛り込んだ。
・正社員採用
・女性技術者雇用
・子育て支援、ワーク・ライフバランス

ハラスメント
防止に向けた
啓発

・国・県と連携したハラスメント防止に向け
た啓発

産業政策課

男女共同参画
センター

【産業政策課】
・国等の担当部局の制作するポスターやチラシの提示、配
布等の協力を行い啓発を図った。
【男女共同参画センター】
・ポスターやパンフレット等をセンター窓口や市庁舎に掲
示・設置し、啓発を行った。

・家族経営協定の締結や畜産ヘルパー制度の
普及促進
・女性農業者の社会参画及び経営参画を支援
するための農業経営等に関する研修会、講演
会の実施

農政課

・家族経営協定の締結２件や畜産ヘルパー制度の普及促進
を行った。
・男女問わず参加できる研修会３講座６回、講演会１回を
実施した。

・国・県と連携した商工業自営業者の就業環
境の改善

産業政策課
・国等の担当部局の制作するポスターやチラシの提示、配
布等の協力を行い啓発を図った。

非正規雇用等
における雇用
環境の整備

・国・県と連携したパートタイム労働法、労
働者派遣法、家内労働法、最低賃金法等の法
的権利に関する啓発
・パートタイム労働者・派遣労働者等の労働
条件に関する相談及び情報提供

産業政策課
・国等の担当部局の制作するポスターやチラシの提示、配
布等の協力を行い啓発を図った。

・国・県と連携した性別役割分担や職場慣行
の改善に向けた啓発

産業政策課
・国等の担当部局の制作するポスターやチラシの提示、配
布等の協力を行い啓発を図った。

・事業所に対する男女共同参画情報紙による
情報の提供及び研修会等の実施

男女共同参画
センター

・企業等で男女共同参画に関わる研修会の講師派遣事業に
ついて、周知のうえ募集を行ったところ、１企業からの申
込みがあり、研修を実施した。また、研修の実施状況等に
ついて、男女共同参画センター情報紙「ファーラ」におい
て情報提供を行った。

・男女共同参画センターにおける職業能力開
発及び再就職に関する講座の実施

男女共同参画
センター

・働く女性及び再就職を希望する女性の職業能力の開発・
向上等に関する講座を４回実施し、受講者は延べ50名で
あった。

・働く女性の家における職業生活技術に関す
る各種事業の実施

福祉文化セン
ター

・職業生活技術に関する講座を１講座（１回）を実施し、
延べ１４人が参加した。

女性の職業能
力開発の学習
機会の拡充

家
庭
・
地
域
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の

推
進

地
域
防
災
活
動
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画

の
推
進

地域防災にお
ける男女共同
参画の推進

雇
用
・
就
労
に
お
け
る
男
女
の
均
等
な
機
会
と
待
遇
の
確
保

職場における
男女共同参画
に関する教育
の推進

農林業就業
者・自営業者
における男女
共同参画の推
進

雇用・就労に
おける男女の
均等な機会と
待遇の確保に
ついての啓発
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基本
目標

基本
方針

施策
の

方向
具体的施策 計画の事務事業内容

令和４年度
実施事務事業

３－（3）　令和４年度実施事務事業の状況

担当課

女性の職業能
力開発の学習
機会の拡充

・関係団体における職業能力開発の学習機会
の拡充

産業政策課
・国等の担当部局の制作するポスターやチラシの提示、配
布等の協力を行い啓発を図った。

・雇用総合相談窓口の情報提供の充実

産業政策課

男女共同参画
センター

【産業政策課】
・相談時の情報提供のため、情報収集に努める。
【男女共同参画センター】
・雇用に関する相談窓口についてのパンフレット等をセン
ターに設置し、情報提供を行った。

・男女共同参画情報紙による女性の起業等、
多様な働き方に対する情報提供

男女共同参画
センター

・年２回発行した男女共同参画情報紙「ファーラ」におい
て、多様な働き方に関する記事を掲載し、全国の行政機関
や市内関係機関・団体等2,012カ所へ送付し情報提供を行っ
た。

・起業に関する情報提供 産業政策課
・創業相談において、より充実した情報提供が行えるよ
う、情報の収集に努めた。

ワーク・ライ
フ・バランス
の推進に向け
た普及啓発

・国・県と連携したワーク・ライフ・バラン
スの啓発

産業政策課

男女共同参画
センター

【産業政策課】
・国等の担当部局の制作するポスターやチラシの提示、配
布等の協力を行い啓発を図った。
【男女共同参画センター】
・ポスターやパンフレット等をセンター窓口や市庁舎に掲
示・設置し、啓発を行った。

育児・介護休
業制度の普及
促進

・国・県と連携した育児・介護休業制度の啓
発

産業政策課
・国等の担当部局の制作するポスターやチラシの提示、配
布等の協力を行い啓発を図った。

休業制度利用
実態調査及び
男性に対する
制度利用の促
進

・休業制度利用実態調査（事業所の意識及び
実態調査）の実施
・事業所における男性の休業制度利用促進の
啓発

男女共同参画
センター

・５年ごとの調査のため実施していない（次回調査：令和
７年度）

ワーク・ライ
フ・バランス
を可能にする
就労環境の整
備

・企業・団体等に対するイクボス制度の周
知・啓発

男女共同参画
センター

・関係団体等へ周知依頼をしたほか、広報やまがた、山形
市ホームページなどでも周知を図り、啓発を行った。

ワーク・ライ
フ・バランス
を可能にする
就労環境の整
備

・企業・団体等に対する労働時間短縮・有給
休暇取得に向けての啓発

産業政策課

男女共同参画
センター

【産業政策課】
・国等の担当部局の制作するポスターやチラシの提示、配
布等の協力を行い啓発を図った。
【男女共同参画センター】
・関係団体等へ周知依頼をしたほか、広報やまがた、山形
市ホームページなどでも周知を図り、年２回発行した男女
共同参画センター情報紙「ファーラ」に掲載するなどし、
啓発を行った。

利用者の多様
なニーズに対
応した保育
サービスの整
備

・利用者の多様な需要に対応した保育サービ
スの整備（一時預かり、延長保育、病児・病
後児保育、ファミリー・サポート・セン
ター、放課後児童クラブ）
・事業所内託児所設置促進のための働きかけ

こども未来課

保育育成課

【こども未来課】
・多様な選択を可能とできるよう保育サービスの充実及び
保育サービスの質の向上に努めた。また、適切なサービス
の選択ができるよう情報提供を行った。
・実績ありません。
【保育育成課】
・利用者の需要に対応した保育サービスを提供した。
・放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する条例の
基準に適合するよう放課後児童クラブの環境整備を推進し
た。
・放課後児童クラブの適正な運営を継続して支援した。

・ママ・パパ教室の実施
・思春期保健支援教育の実施

母子保健課
・ママパパ教室は１６回実施し、参加者は５３２人（うち
夫の参加は２５６人）

・男性を対象とした家事・育児・介護等に関
する講座の実施

男女共同参画
センター

・男性を対象とした家事・育児・介護等に関する講座を親
子参加型として２回実施し、受講者はそれぞれ親子６組１
２名であった。

多様で柔軟な
働き方の推進

・多様で柔軟な働き方に関して、企業での取
り組み事例など男女共同参画情報紙により情
報提供

男女共同参画
センター

・年２回発行した男女共同参画情報紙「ファーラ」を全国
の行政機関や市内関係機関・団体等2,012カ所へ送付し情報
提供を行った。
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し
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情報提供と相
談体制の整備

Ⅱ
　
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
の
男
女
共
同
参
画
の
実
現

ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
に
関
す
る
意
識
啓
発
の
推
進

男性の家事・
育児・介護等
への参画の推
進

２２



基本
目標

基本
方針

施策
の

方向
具体的施策 計画の事務事業内容

令和４年度
実施事務事業

３－（3）　令和４年度実施事務事業の状況

担当課

人権尊重の意
識の形成

・男女共同参画センターにおける人権尊重の
意識を高めるための講座の開催

男女共同参画
センター

・人権尊重の意識を高めるため、ＤＶ防止に関する講座を
１回実施し、受講者は17名であった。

ＤＶなどの暴
力の防止に向
けた啓発

・男女共同参画センターにおけるＤＶ防止関
連講座の開催
・「女性に対する暴力をなくす運動」週間に
合わせたパネルの展示等の実施

男女共同参画
センター

・ＤＶ防止に関する講座を１回実施し、受講者は17名で
あった。
・11月12日～25日の女性に対する暴力をなくす運動の期間
中に、センター及び市庁舎にてパネルやパープルリボンツ
リーの展示を行ったほか、市の管理職を対象にパープルリ
ボン着用を呼びかけた。

・児童虐待の防止に向けた啓発
・具体的なケースへの相談対応と関係機関と
の連携
・山形市要保護児童対策地域協議会の運営

こども家庭支
援課

・児童福祉週間、児童虐待防止防止月間でパネル展示等を
行うとともに、電話相談周知用チラシ等を関係機関へ配布
した。
・LINEによる相談支援（おやこよりそいチャットやまが
た）を新規で実施。友だち登録件数1,294件
・児童相談件数（新規）866件
・山形市要保護児童対策地域協議会において関係機関と連
携し対応した。代表者会議年1回、実務者会議月1回、個別
ケース検討会年91回

・学校・関係機関との連携の継続 学校教育課
・学校や関係機関等と連携し適宜ケース会議を行うなど、
児童虐待の防止と早期発見に、全力で取り組んでいる。

・予防対策としての相談の実施
・早期発見に向けた乳幼児健康診査・訪問指
導等の実施
・具体的ケースに応じた訪問指導・関係機関
との連携

母子保健課

①予防対策（育児に関する講話や相談での虐待防止啓発）
・子育てはぁと相談　年25回
　　利用者数　実57人　延63人
・子育て支援センターや地域に出向いての講話や育児相談
年8回
　　利用者数67人
②早期発見（乳幼児健康診査等での虐待防止）
・４か月児健康診査　通年　1.584人
・９か月児健康診査　通年　1,554人
・１歳６か月児健康診査　年　60回　1,684人
・３歳児健康診査　　　　年64回　　　1,690人
・幼児発達相談　　　　　年　25回
　　　実　148人　　　延　153人
③早期対応（家庭訪問、電話・来所相談、関係機関との連
携による虐待防止啓発）
・母子保健相談支援事業
・こんにちは赤ちゃん訪問
・育児支援家庭訪問
・乳幼児健康診査未受診訪問
・電話相談
・来所相談
・要保護児童対策地域協議会への参加・情報提供、ケース
カンファレンス
・地区民生委員児童委員協議会の定例会議等への参加
・学校保健委員会への参加

・青少年指導センターにおける街頭指導の実
施
・携帯電話等への子ども安全情報配信システ
ムの運用

社会教育青少
年課

・街頭指導と共に、少年相談（電話・メール・来所）を実
施し、少年非行の防止活動を展開する。
・システム登録者へ、児童生徒が不審者による声掛け等の
被害に遭った事案や各種注意喚起情報を配信する。

・女性相談員の配置 こども家庭支
援課

・女性相談員（母子父子自立支援員と兼務）を2名配置し、
多様化・複雑化する相談及びDV相談に対応した。延相談人
数134名（うちDV相談73名）であった。

・外国人被害者に対しての通訳等の支援　
国際交流セン

ター

・必要時、外国人被害者に対して通訳等の支援を行うこと
ができるよう体制を整えた。
（受付件数：０件）

・ＤＶ相談窓口担当者への研修の実施
男女共同参画

センター
　ＤＶ相談窓口の担当職員向けに相談対応のスキルアップ
を図るため、研修会を開催し、受講者は27名であった。

・適切な情報提供と対応の実施
・関係機関との連携強化

相談を受ける
関係各課

【男女共同参画センター】
・各種相談窓口の案内や関係機関と連携しながら、適切な
対応を行った。

暴
力
の
根
絶
に
向
け
た
意
識
づ
く
り
の
促
進

児童虐待や子
どもを対象と
した犯罪の防
止に向けた啓
発

ＤＶ相談体制
の充実

Ｄ
Ｖ
相
談
体
制
の
整
備
と
被
害
者
支
援
の
充
実

重
大
な
人
権
侵
害
で
あ
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶

Ⅲ
　
安
全
・
安
心
な
暮
ら
し
の
実
現
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目標
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方針

施策
の

方向
具体的施策 計画の事務事業内容

令和４年度
実施事務事業

３－（3）　令和４年度実施事務事業の状況

担当課

ＤＶ相談窓口
の周知

・様々な機会及び媒体を利用した周知広報
男女共同参画

センター

・相談窓口に関する情報を広報やまがたに掲載したほか、
パンフレット等をセンターや市庁舎に設置し、周知を図っ
た。

・住民基本台帳法事務等における支援 市民課
・住民票の閲覧及び発行禁止と、戸籍の附票の発行禁止の
入力
・支援措置申出件数：１２７件

・障がい者虐待の被害者支援 障がい福祉課

・啓発チラシを入れたティッシュを配布。
・ラッピングバスによる虐待防止の啓発を実施。（２台）
・障がい者虐待防止に係る知識、また虐待事案発生時の対
応について理解を深めるため、山形県が実施する「障がい
者虐待防止・権利擁護研修」に参加。（１回）
・山形市障がい者虐待防止連絡協議会を開催。（１回）

・外国人被害者に対する支援
国際交流セン

ター

・必要時、外国人被害者に対して通訳等の支援を行うこと
ができるよう体制を整えた（受付件数：0件）
・外国人相談窓口の実施及び情報提供を行った。(DVに関す
る相談件数：0件）

・地域包括支援センターなどによる高齢者虐
待の被害者支援

長寿支援課
地域包括支援センター設置法人に対する包括的支援事業実
施について委託した。（市内14センター）
R4実績：高齢者虐待関係の相談件数67件

・県配偶者暴力相談支援センターとの連絡調
整
・心のケア

男女共同参画
センター

相談を受ける
関係各課

【男女共同参画センター】
・支援やケアが必要な事例はなかったが、状況に応じて、
迅速かつ適切な対応が取れるように連携を図った。

・国民年金の支援　 市民課 ・手続き先として日本年金機構を案内した。

・国民健康保険等の支援　
国民健康保険

課

・平成２０年２月の厚労省通知に基づき、配偶者からの暴
力を受けた被扶養者の取扱いについては、被害を受けてい
る旨の証明書（婦人相談所等の発行）を持って保険者に申
し出ることにより、被扶養者等の世帯の属する者から外れ
ることができるものとする。これに伴い居住地での国民健
康保険加入が可能であるため、加入の支援を行う。
　なお、令和４年度の実績はなかった。

・保育施設などの利用に関する支援　

保育育成課

こども家庭支
援課

【保育育成課】
・保育施設などの利用に関して、関係機関やＤＶ被害者と
調整を図りながら、入所選考を行った。
【こども家庭支援課】
・該当なし

・児童手当の支給
・医療証の交付などの支援

こども家庭支
援課

・児童手当の支給、児童を養育するＤＶ被害者に対する児
童手当の支給に係る相談・支援を行った。
　①親子健やか医療証：児童を養育するＤＶ被害者を
　　ひとり親として、対象要件に加える。
　②こども医療証：ＤＶにより被害等を受けている
　　場合は、送付先の変更等の相談を受ける。

・就労に関する相談等の支援 産業政策課
国等の担当部局の制作するポスターやチラシの提示、配布
等の協力を行い啓発を図った。

・住宅確保の支援　 管理住宅課

・住宅確保要配慮者が民間賃貸住宅に円滑に入居できるよ
う推進するため、居住支援協議会を設立した。また、市営
住宅において、要援護世帯の募集枠を設け、優先入居がで
きるよう継続して実施した。

・児童・生徒の就学等に関する支援 学校教育課

・個別の状況に応じた適切な支援を実施できるように努め
ている。
・DV被害者特例による児童生徒の就学支援と、それに関わ
る相談を常時受け付けている。

・生活困窮者への経済支援 生活福祉課
・ＤＶを原因とする生活保護の相談は９件あり、うち６件
生活保護の申請に至った。

自立に向けた
住居・生活・
経済面等の支
援

自立に向けた
住居・生活・
経済面等の支
援

ＤＶ被害者支
援体制の充実

Ｄ
Ｖ
相
談
体
制
の
整
備
と
被
害
者
支
援
の
充
実

重
大
な
人
権
侵
害
で
あ
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶
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安
全
・
安
心
な
暮
ら
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の
実
現

Ｄ
Ｖ
相
談
体
制
の
整
備
と
被
害
者
支
援
の
充
実
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基本
目標

基本
方針

施策
の

方向
具体的施策 計画の事務事業内容

令和４年度
実施事務事業

３－（3）　令和４年度実施事務事業の状況

担当課

Ｄ
Ｖ
相
談
体

制
の
整
備
と

被
害
者
支
援

の
充
実

支援団体との
協働

・被害者支援団体と連携した支援
男女共同参画

センター
・支援団体が発行するリーフレット等をセンター内に設置
し、相談機関の周知を行った。

・「いのちの学習」の時間を中心とした性犯
罪・売買春防止のための啓発
・学校教育指導計画訪問及び要請訪問による
支援

学校教育課
・人権尊重を基本とし、自他の生命を尊重する心や態度を
育成することを柱とした「いのちの教育」の実践。

・有害な違法簡易広告物（ピンクチラシ等）
の除去及び有害図書類等自動販売機の撤去促
進

社会教育青少
年課

・違法簡易公告物や有害図書類等自動販売機の設置の監視
に努める。

学校における
ＤＶ及びデー
トＤＶ予防教
育の実施

・小・中学生向け出前講座「いのちの学習」
の実施
・若年層向けデートＤＶリーフレット配布に
よる予防教育の実施

男女共同参画
センター

・「いのちの学習」を小学校５校で実施し、受講者は289名
であった。
・高校生、大学生を中心とした若年層に対して、デートＤ
Ｖリーフレットを配布し、予防啓発と相談窓口の周知を
図った。

・地域及び保健センターを拠点にしたライフ
ステージにあわせた健康づくり事業等の実施

健康増進課

・保健所等を会場に各種事業を実施した。
　健康づくりのための運動教室
　　参加延人数　２，２４０人
　受動喫煙防止及び歯科保健に関する講話
　　受動喫煙防止　２７回　８０９人
　　歯科保健　　　１０回　　９４人
　食育事業
　　参加延人数　２２９人
　健診後の食生活改善指導
　　参加延人数　９８人
　離乳食教室
　　参加延人数　２４０人
　年代別栄養改善事業
　　参加延人数　１６２人
・健康づくりボランティアとして、食生活改善推進員・運
動普及推進員の養成及び各協議会活動の支援を行い、健康
づくり活動を推進した。
・ＳＵＫＳＫ（スクスク）生活を提唱するため、楽しみな
がら健康づくりに取り組めるよう、専用のスマホアプリ等
を活用した健康ポイント事業ＳＵＫＳＫを実施した。

・思春期、妊娠・出産期、更年期・高齢期に
おける健康支援【継続実施】
・麻薬等についての知識の普及と相談事業の
充実【継続実施】
・職場や公共空間における禁煙の推進【継続
実施】

全庁

（男女共同参画センター）
・助産師による「女性の思春期から更年期までの相談」を
実施した。
（母子保健課）
・電話や来所による女性の健康支援事業を実施した。

・働く女性の家における健康および育児に関
す
　る相談事業の実施

福祉文化セン
ター

・保健指導員による健康に関する相談日を月４回程度設
け、健康相談を実施し延べ１１名の相談を受けた。

・男女共同参画センターにおける健康講座の
開
　催及び健康相談事業の実施

男女共同参画
センター

・健康に関する講座を４回実施し、受講者は延べ80名で
あった。
・助産師による女性の思春期から更年期までの健康相談を
実施し、相談件数は延べ64件であった。

・保健所におけるエイズ・性感染症に関する
情報提供の充実
・保健所における女性の健康支援事業（思春
期から更年期に至る女性を対象）の実施

健康増進課

母子保健課

【健康増進課】
・保健所においてエイズ・性感染症に関する周知及び啓発
を実施した。
・保健所における性感染症の検査に来所した女性に対し、
リーフレットを用いて健康支援を実施した。
【母子保健課】
女性の健康相談事業
・相談件数　１０件
・公認心理師による女性はあと相談会　３件

・各学校における「いのちの学習」の確実な
実践の推進
・教職員に対する研修会の開催
・研究モデル校の拡充
・学校における相談機能の充実
・学校における生理用品のトイレ配備につい
てのニーズ把握による女子児童生徒の健康管
理

学校教育課

・教職員向けの「いのちの教育研修会」の開催（１回の
み：オンライン開催）。
※いのちの教育推進懇談会は中止。
・研究モデル校の拡充は実施していない。
・学校に置ける相談機能の充実
・学校における生理用品のトイレ配備についてのニーズ把
握による女子児童生徒の健康管理

ライフステー
ジに応じた女
性の健康支援
の充実

若
年
層
に
対
す
る
啓
発
活
動
の
実
施

性の商品化の
防止

性に関する教
育の充実

重
大
な
人
権
侵
害
で
あ
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶
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基本
目標

基本
方針

施策
の

方向
具体的施策 計画の事務事業内容

令和４年度
実施事務事業

３－（3）　令和４年度実施事務事業の状況

担当課

・助産の実施及び制度の周知
こども家庭支

援課

・該当者への適切な情報提供や関係機関等を通じての助産
制度等の周知を図り、具体的なケースへの対応は2件あっ
た。

・国・県と連携した職場における母性健康管
理の啓発
・母性保護休暇制度等の周知

産業政策課
国等の担当部局の制作するポスターやチラシの提示、配布
等の協力を行い啓発を図った。

・保健所を拠点とした妊婦及び乳幼児健康相
談事業、母子の健康や育児についての情報提
供の充実
・こんにちは赤ちゃん事業、育児支援家庭訪
問事業の充実

母子保健課

①母子保健課を拠点とした妊婦及び乳幼児健康相談事業、
母子の健康や育児についての情報提供
・母子保健相談支援事業　通年
・子育てはぁと相談　年２５回
　利用者数　実５７人　延６３人
②こんにちは赤ちゃん事業、育児支援家庭訪問事業
・こんにちは赤ちゃん事業 ８０５人
・育児支援家庭訪問　実７７７件、延９１３件

・心の健康づくりに関する情報提供の充実
・地域における「心」の健康教育・健康相談
事業の実施
・全庁的な自殺対策の推進を図るための関係
課等連絡会議の開催

健康増進課

・自殺対策の推進、こころ支えるサポーター養成講座や児
童生徒のＳＯＳの出し方教育を実施した。
　　こころ支えるサポーター養成講座
　　　市職員向け研修
　　　　対面　７回　２５９人
　　　　机上　９６１人
　　　一般向け研修
　　　　２回　５５人
　　児童生徒のＳＯＳの出し方教室
　　　　モデル校　２校
・精神保健福祉相談
　　精神科医による相談
　　　延１８件
　　保健師、精神保健福祉士による相談
　　　延１，４７９件
・精神科医によるひきこもり相談
　　延２６件
・山形市自殺対策推進庁内連絡会
　　関係１１課参加
・いのち支える山形市自殺対策協議会
　　書面会議２２機関参加

・男女共同参画センターにおける女性カウン
　セラーによる一般相談の実施

男女共同参画
センター

・女性カウンセラーによる一般相談を閉館日を除く毎日実
施し、相談件数は延べ391件であった。

・男女共同参画センターにおける助産師によ
る相談の実施

男女共同参画
センター

　助産師による女性の思春期から更年期までの健康相談を
実施し、相談件数は延べ64件であった。

・保健所における窓口相談や電話相談、家庭
訪問等、各保健事業の中での普及・啓発

健康増進課

母子保健課

【健康増進課】
・成人保健事業における健康相談　６８２件
・難病患者等への訪問　延べ２０件
・精神保健福祉相談
　面接・訪問（精神科医師による定期相談　１８件、保健
師・精神保健福祉士による相談　１０４件
家庭訪問　８５件）、電話相談　１２９０件
【母子保健課】
・母子保健に係る窓口相談や電話相談等
・こんにちは赤ちゃん訪問、育児支援家庭訪問事業の実施
等

・母子父子自立支援員の配置
・自立支援に向けた各種制度の相談及び周知
・母子生活支援施設との連携
・児童扶養手当、健やか教育手当の支給
・親子すこやか医療の給付

こども家庭支
援課

・ひとり親家庭等に医療費の給付（R5.3末2,370人、
36,317件）
・母子父子自立支援員（女性相談員と兼務）2名体制で、各
種制度の相談及び周知を行うとともに、母子生活支援施設
と連携し、ひとり親家庭の自立支援を行った。また、ひと
り親家庭への就業や学習支援を行った。
　延相談件数　3,156件

・生活困窮者への経済支援 生活福祉課
・ひとり親の世帯からの生活保護申請は８件あった。
（参考：令和５年３月末現在の生活保護受給世帯のうち母
子世帯は５２世帯）

ひとり親家庭
及び貧困家庭
への自立支援

心
と
身
体
の
相
談
等
の
充
実

健康相談事業
等の充実

心身の健康支
援

母性保護に関
する指導の充
実

ラ
イ
フ
ス
テ
ー
ジ
に
応
じ
た
女
性
の
健
康
支
援

生
涯
を
通
じ
た
心
身
の
健
康
支
援
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基本
目標

基本
方針

施策
の

方向
具体的施策 計画の事務事業内容

令和４年度
実施事務事業

３－（3）　令和４年度実施事務事業の状況

担当課

高齢者及び障
がい者の社会
参画活動の促
進と自立支援

・社会参加促進事業の実施
・障がい者への福祉サービスの充実

障がい福祉課

・社会参加促進事業の実施（①障がい者スポーツ教室（水
泳・ヨガ）開催費補助事業、②自動車運転免許取得・改造
助成事業、③福祉タクシー・給油券利用助成）【継続実
施】
　なお、障がい者スポーツ大会、障がい者水泳大会及び障
がい者スポーツ教室（ボウリング）は新型コロナ感染拡大
防止のため中止した。

・老人クラブ連合会に対する補助 長寿支援課

・高齢者の生きがいづくり支援事業として、社会参加機会
の充実及び健康増進を目指し、市内の単位老人クラブ活動
の活性化を図るため、その活動の推進母体である山形市老
人クラブ連合会に対し、補助金を交付した。
R4実績
山形市老人クラブ連合会補助金：211,760円（1/3国補助
2/3市補助）
事務局体制整備強化補助金：3,597,345円（市単独補助）
高齢者交流サロン運営費補助金：2,693,990円（市単独補
助）

・高齢者の生きがいづくり、社会参加の場を
つくるための高齢者講座の実施

社会教育青少
年課

・公民館が実施する社会教育事業において、高齢者の社会
参画の促進を目指した、生きがいや健康づくりに関する高
齢者教室等を実施した。
20事業　252講座　3720人

・外国人市民に対する相談の実施及び情報提
供
・国際交流活動を行う市民等への支援

国際交流セン
ター

・在住外国人に対して、市役所での手続きや日常生活での
悩み、日本語教室等の情報提供を行う「一般相談」と家族
の呼び寄せや婚姻、在留資格等に関する相談を受ける「専
門相談」に多言語の相談員を配置し、外国人相談窓口の実
施及び情報提供を行った。
●一般相談：センター開館日9:30～18:00
　　　　　　センター窓口
●専門相談：第１・３水曜日11:00～15:00
　　　　　　センター内民間団体活動室
（一般相談受付件数：128件　専門相談受付件数：29件
　合計157件）

・国際関係機関と協力し、相互理解を深めるための学習機
会や国際交流機会について、霞城セントラル内にある国際
交流センターの掲示板や資料コーナーでの情報提供を行っ
た。また、国際交流活動を行う個人や団体からの相談に対
応するなどの支援を行った。

・ボランティア、ＮＰＯ活動に関する相談、
情報提供の充実

企画調整課

・市民活動支援センターを拠点に、会議室・作業スペース
の提供、市民活動に係る諸手続きのサポート、印刷機器の
貸出等を通して支援を行った。
センター登録331団体

・性の多様性に関する講座の開催やパネル展
示、市民向けリーフレットの配布による啓発

男女共同参画
センター

・市民向け講座と学校職員向け講座を各１回実施した。ま
た、センターに性の多様性に関するコーナーを常設し、関
連図書の充実やリーフレット作成なども行い、啓発を図っ
た。

・多様性についての学習及び学校教育におけ
る個別的支援

学校教育課
・個別の状況に応じた適切な支援を実施できるように努め
ている。また、校長会、教頭会と連携し、教職員に対する
男女平等教育を推進している。

・申請書等の性別記載欄の見直し 全庁 継続して見直しを行う。

性の多様性に
関する実態把
握

・当事者及び関係者の悩みや要望の把握
・パートナーシップ制度など先進的取組みに
関する調査研究

男女共同参画
センター

・性的マイノリティ当事者への聴き取り調査（当事者：４
名、当事者の家族：２名）を実施した。

性
の
多
様
性
に
関
す
る
理
解
促
進
と
実
態
把
握

性の多様性へ
の理解の促進

外国人市民に
対する支援と
多文化共生の
意識の高揚づ
くり

高齢者及び障
がい者の社会
参画活動の促
進と自立支援
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前回調査

区分 区分 区分 区分

1 総務課
山形市名誉市民選

考審査会

2 職員課
山形市特別職報酬

等審議会

0 5 0 1

0 23 0 3

0 26 0 1

0 54 0 5

7 0 2 0

4 2 1 2

5 8 4 4

2 9 1 6

1 9 0 3

18 29 7 16

0 4 0 1

0 3 0 1

4 5 2 3

0 10 0 6

0 5 0 2

0 11 0 5

4 38 2 18

0 4 0 1

8 0 1 0

8 4 1 1

6 8 0 7

20 環境課
山形市空き缶等散

乱防止審査会

1 10 0 5

1 24 0 12
38.7 48.031

25
12

12
環境部計

41.7 45.521
ごみ減量推

進課

山形市清掃問題審

議会
R5.3.31 12

11 5
5

14.3 16.714
12

2
2

健康医療部計

50.019 環境課 山形市環境審議会 R5.12.20 19 36.8
14

7
7

12.5 12.518 健康増進課
山形市感染症診査

協議会
R5.3.31 8

8
1

1

33.8 47.668
42

23
20

市民生活部計

16.7 25.017 母子保健課
山形市予防接種健

康被害調査委員会
R5.9.21 6

4
1

1

45.516
国民健康保

険課

山形市国民健康保

険運営協議会
R7.8.9 14 35.7

11
5

5

40.015 市民相談課
山形市情報公開・個

人情報保護審査会
R6.6.30 5 40.0

5
2

2

60.014 市民相談課
山形市個人情報保

護制度運営審議会
R6.12.7 10 60.0

10
6

6

50.0 55.613
消費生活セ

ンター

山形市消費生活審

議会
R5.3.31 10

9
5

5

15.0 33.312 市民課
山形市交通安全対

策会議
任期無 20

3
3

1

49.0 48.9
47

25
23

企画調整部計

25.011 市民課
山形市住居表示委

員会
R5.7.23 9 22.2

4
2

1

51

30.010 スポーツ課
山形市スポーツ推

進審議会
R5.3.31 10 30.0

10
3

3

63.69
男女共同参

画センター
山形市男女共同参画

センター運営委員会
R6.3.31 11 63.6

11
7

7

61.58
男女共同参

画センター

山形市男女共同参

画審議会
R5.3.31 15 66.7

13
10

8

37.5 50.07
山形市郷土館運営

協議会
R5.3.31 8

6
3

3文化創造都

市課

8.6 9.3116
54

10
5

総務部計

28.66
文化創造都

市課

山形市文化財保護

委員会
R7.5.31 7 28.6

7
2

2

7.0 3.85 防災対策課
山形市国民保護協

議会
R6.3.31 57

26
4

1

9.3 13.04 防災対策課 山形市防災会議 R6.3.31 54
23

6
3

参画

率

(%)

3 行政経営課
山形市行政不服審

査会
R7.5.31 5

充て

職

除く

5 1
1 20.0 20.0

№ 担当課等 審議会等の名称 任期満了

女性委員（人）

総数
充て職除く 委員

数

充て職除く
委員（人）

20.0

13.0

3.8

9.3

42.9

50.0

61.5

63.6

40.0

12.5

16.7

38.9

45.5

41.4

53.2

25.0

33.3

55.6

60.0

40.0

38.5

43.8

25.0

充て職除

く(%)

４　審議会等（法令及び条例に基づく附属機関）の女性委員割合
【※区分Ａ（市の裁量あり）…公募、担当部署による選任　区分Ｂ…団体への依頼、関係団体】

※

※※

※

（必要時委嘱）

（必要時委嘱）

（必要時委嘱）

２８



前回調査

区分 区分 区分 区分

参画

率

(%)

充て

職

除く

№ 担当課等 審議会等の名称 任期満了

女性委員（人）

総数
充て職除く 委員

数

充て職除く
委員（人）

充て職除

く(%)

４　審議会等（法令及び条例に基づく附属機関）の女性委員割合
【※区分Ａ（市の裁量あり）…公募、担当部署による選任　区分Ｂ…団体への依頼、関係団体】

6 29 2 9

2 8 1 2

0 3 0 1

0 84 0 26

0 24 0 8

4 2 4 0

12 150 7 46

0 20 0 8

0 20 0 8

0 12 0 5

0 13 0 0

0 25 0 5

5 7 2 2

4 3 1 2

0 12 0 5

2 4 1 1

15 22 5 9

0 9 0 2

1 10 0 1

1 19 0 3

6 3 2 1

5 8 1 4

0 12 0 3

2 6 0 2

3 6 3 2

16 35 6 12

75 420 28 135

注）※は市長を除いた委員総数

662 27.0 32.9
495

179
163

27.4 35.3教育委員会計

合計

41.7
9

5
5

73
51

20
18

55.6

20.0 25.040
少年自然の

家

山形市少年自然の

家運営協議会
R5.3.31 10

8
2

2

15.4 25.039
社会教育青

少年課

山形市青少年問題

協議会
R6.3.31 26

12
4

3

40.0 38.538
社会教育青

少年課

山形市社会教育委

員
R5.3.31 15

13
6

5

33.337 学校教育課
山形市総合学習セ

ンター運営協議会
R5.5.18 10 30.0

9
3

3

9.136 道路維持課
山形市自転車等駐

車対策協議会
R5.7.4 14 7.1

9.5 15.042
20

4
3

11
1

1

都市整備部計

10.7 22.235 河川整備課 山形市水防協議会 任期無 28

47 29.8 37.8
37

14
14

9
3

2

まちづくり政策部計

28.6 33.334 建築指導課 山形市建築審査会 R5.9.17 7
6

2
2

33.3 41.733
まちなみデ

ザイン課
山形市景観審議会 R5.6.30 15

12
5

5

42.9 42.932
まちづくり

政策課
山形市開発審査会 R5.4,30 7

7
3

3

20.7 20.029
25

6
5

農林部計

33.331
まちづくり

政策課

山形市都市計画審

議会
R5.6.30 18 22.2

12
4

4

0.030
地方卸売市場

管理事務所

山形市公設地方卸

売市場取引委員会
R6.3.31 14 7.1

13
1

0

40.0 40.020
20

8
8

こども未来部計

41.729 森林整備課
山形市森林整備推

進協議会
R5.7.4 15 33.3

12
5

5

32.2 32.7171
162

55
53

福祉推進部計

40.028
こども未来

課

山形市子ども・子

育て会議
R5.12.23 20 40.0

20
8

8

66.727
福祉文化セ

ンター

山形市働く女性の

家運営委員会
R6.3.31 9 55.6

6
5

4

33.326
障がい福祉

課

山形市障害支援区

分判定審査会
R5.3.31 24 33.3

24
8

8

31.0 31.025 介護保険課
山形市介護認定審

査会
R5.3.31 84

84
26

26

20.0 33.324 長寿支援課
山形市老人ホーム

入所判定委員会
R5.3.31 5

3
1

1

28.6 30.023 生活福祉課
山形市民生委員推

薦会
R7.9.30 14

10
4

3

31.422 生活福祉課
山形市社会福祉審

議会
R7.3.31 35 31.4

35
11

11

41 図書館
山形市立図書館協

議会
R5.3.31 12

25.0

42.9

41.7

36.8

40.0

33.3

31.0

37.5

71.4

55.6

35.1

33.8

33.3

34.1

28.6

9.1

16.7

30.0

40.0

26.7

25.0

35.5

45.0

45.0

38.5

0.0

19.2

※

※

※

※

※

※

２９



 

 

取組テーマ アクション内容 実施日程 実施場所 対象者 参加者

1班
若年女性の地

元定着

女子高校生と山形県内企業の若手社員と

の交流イベント

12/16（土）

 14:00～16:00

リージャス山形駅

前
女子高校生 20名 名

2班
企業内ＤＸの

推進

働きやすい職場環境の構築に向けた企業

ＤＸ実現に関するワークショップ

11/16（木）

 13:30～16:30
ファーラ 県内企業社員 20名 12名

3班
その他女性活

躍推進

育休中の夫婦に向けた産後ケア体験の実

施
1/13（土） ファーラ 山形市在住の夫婦 6組 名

4班
企業内におけ

る女性活躍

アンコンシャスバイアスを認識し、上

司・女性部下の信頼関係を構築するため

のワークショップ

12/8（金）

 15:00～17:00
ファーラ

市内企業の上司と部

下 10組
16名

5班
その他女性活

躍推進

自分を知り、働きやすい・生きやすいを

生み出すワークショップ

11/20（月）

 13:00～15:00
㈱プライムゲート 県内女性　20名 14名

orada
独身男性向けの内面・外面の魅力アップ

講座

8/29（日）ほか

全7回
ファーラほか 県内男性 5名 4名

mohala

仕事や家事、育児で忙しい女性たちが、

やりたいことに向けて一歩を踏み出すた

めのスキルアップワークショップ

12/1（金）

 13:00～15:00
おふろCafe ゆさ 県内女性 20名 19名

放課後や休みの日に何をしたいかを小学

生が自由に考え、対話し、企画するイベ

ント

10/29（日）

 9:30～11:30
11名

「こども会議」で決まった企画を実行
12/17（日）

 9:00～16:00
名

こめラボ
食育を目的とする米をテーマとしたイベ

ント（田植え・稲刈り等体験は終了）

11/23（木・祝）

 11:30～12:10
コパル 小学生+コパル来館者 名

期／ｸﾞﾙｰﾌﾟ名

2

期

生

1

期

生

令和５年12月13日現在

こども会議
南沼原コミュニ

ティセンター
小学生 30名

「Women's Ｃａｍｐｕｓ山形」事業実施状況について 

 

１．令和５年度参加者（２期生）のこれまでの活動状況 

・募集定員２０名（申込者２２名、決定２０名） 

・現在、５班１９名（決定者のうち１名、開始後辞退）で活動中。１９名のうち企業派遣１３名 

・取組テーマは若年女性の地元定着、企業内のＤＸ推進、企業内における女性活躍、その他女性活躍推進 

・各班テーマに基づき、ActionＤａｙ（＝自ら企画した内容を実行）に向けて準備中 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．２期生活動発表会 

  ・令和６年１月２５日（木） １５：００～１７：００ 

   市総合福祉センター ２階交流ホール 

 

３．令和４年度参加者（１期生）の活動状況 

  ・メンバーを変更しつつ、Actionを実施 

・5名が２期生各班のメンターとして活動 

  ・市の審議会等委員への参画、出前講座等における講師としての活動 

・令和６年２月１６日（金）に２期生など関係者を集め、発表会を実施 

 

４．１・２期生のAction 
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○山形市男女共同参画推進条例 

平成25年３月19日条例第２号 

山形市男女共同参画推進条例 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条－第８条） 

第２章 基本的施策等（第９条－第19条） 

第３章 山形市男女共同参画審議会（第20条－第27条） 

第４章 雑則（第28条） 

附則 

個人の尊重と法の下の平等をうたう日本国憲法の下、社会のあらゆる分野において、男女の人権は、

互いに尊重されることが必要である。 

山形市では、市民の意識調査を行いながら「いきいき山形男女共同参画プラン」を策定し、男女共

同参画の推進に取り組んできた。 

しかしながら、性別により役割を決めてしまう考え方や社会の慣習は今なお存在しており、職場や

地域等の組織における政策・方針決定過程の中に女性の参画が少ない傾向にある。また、結婚後も働

き続ける女性の割合が全国の中でも高いという特徴がありながら、家事や子育て、介護等家庭生活に

おける役割の多くを女性が担っている。 

こうした状況を踏まえ、少子高齢化の進展等の急激な社会経済情勢の変化に対応し、市民が安心し

て豊かに暮らしていくためにも、男女がさまざまな分野に共に参画し、その個性と能力を十分に発揮

できる男女共同参画社会を実現することが重要である。 

ここに、市、市民及び事業者等が連携し、誰もがいきいきと生活できる男女共同参画社会を共に創

るため、この条例を制定する。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、基本理念を定め、市、市民及び事業者等の責務を

明らかにするとともに、市の施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画に関する施

策を総合的かつ計画的に推進し、男女共同参画社会を実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分

野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文

化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うことをいう。 

(２) 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス） 男女が共に、人生の各段階において、仕

事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発等の様々な活動について、自らが希望するバランスを

とりながら展開できる状態をいう。 

(３) 積極的格差是正措置 社会のあらゆる分野での活動への参画に対する男女間の機会の格差を

是正するため、必要な範囲内において、男女いずれか一方に対して機会を積極的に提供すること

をいう。 

(４) 市民 市内に居住、通勤、又は通学する者をいう。 

(５) 事業者等 市内において事業活動を行う個人又は法人その他の団体をいう。 

（基本理念） 

第３条 男女共同参画の推進は、次に掲げる事項を基本理念として行われなければならない。 

(１) 男女が、個人としての尊厳が重んじられ、性別による差別的取扱いを受けることなく、個人

としての能力を発揮する機会が確保されること及びその他の人権が尊重されること。 

(２) 男女が、性別による固定的な役割分担意識に基づいた社会の様々な制度又は慣行によってそ

の活動が制限されることなく、自らの意思において多様な生き方を選択することができ、かつ、

選択された生き方を互いに尊重し、協力し合うこと。 

(３) 男女が、市の政策及び家庭、地域、職場、学校その他の社会のあらゆる分野における意思決
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定に、社会の対等な構成員として共同して参画する機会が確保されること。 

(４) 男女が、相互の協力及び社会の支援のもと、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

を保つことができること。 

(５) 男女が、それぞれの身体的な特徴について理解を深めるとともに、妊娠、出産等に関して互

いの意思及び決定を尊重し合いながら、生涯にわたり安全で健康な生活を営むことができるよう

配慮されること。 

(６) 家庭、学校並びに社会のあらゆる教育及び保育の場において、個人としての尊厳及び男女平

等の意識を育む教育及び保育が行われること。 

(７) 男女共同参画の推進は、国際社会の動向と密接な関係を有することから、国際的な協調のも

とに行われること。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）に基づき、男女共同参画の推進に関す

る施策（積極的格差是正措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、実施しなければならない。 

２ 市は、市民、事業者等並びに国及び他の地方公共団体と連携し、協力して男女共同参画の推進に

取り組まなければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、基本理念に基づき、男女共同参画についての理解を深め、家庭、地域、職場、学校

その他の社会のあらゆる分野において、主体的かつ積極的に男女共同参画を推進するよう努めるも

のとする。 

２ 市民は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策及び調査に協力するよう努めるものとす

る。 

（事業者等の責務） 

第６条 事業者等は、基本理念に基づき、その活動において、男女が性別にとらわれることなく、そ

の能力を発揮できるよう必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 事業者等は、その雇用する労働者が仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を保つこと

ができる職場環境を整備するよう努めるものとする。 

３ 事業者等は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策及び調査に協力するよう努めるもの

とする。 

（性別による人権侵害の禁止） 

第７条 何人も、次に掲げる行為により人権を侵害してはならない。 

(１) 性別による差別的取扱い 

(２) セクシュアル・ハラスメント（性的な言動により相手方の生活環境を害すること又は性的な

言動に対する相手方の対応によってその者に不利益を与えることをいう。） 

(３) ドメスティック・バイオレンス（配偶者等の親密な関係にある者又はあった者の間で行われ

る身体的又は精神的な苦痛を与える暴力的行為をいう。） 

（公衆に表示する情報への配慮） 

第８条 何人も、公衆に表示する情報において、性別の違いを背景とした人権侵害を助長する表現を

用いないよう努めなければならない。 

第２章 基本的施策等 

（男女共同参画計画） 

第９条 市長は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、市における

男女共同参画の推進に関する施策についての基本的な計画（以下「男女共同参画計画」という。）

を定めるものとする。 

２ 市長は、男女共同参画計画を定め、又は変更しようとするときは、市民及び事業者等の意見を反

映させるために調査等必要な措置を講ずるとともに、第20条の山形市男女共同参画審議会の意見を

聴くものとする。 

３ 市長は、男女共同参画計画を定め、又は変更したときは、遅滞なくこれを公表するものとする。 

（年次報告） 

第10条 市長は、毎年度、男女共同参画計画に基づく施策の実施状況を明らかにする報告書を作成し、

これを公表するものとする。 
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（施策の推進体制の整備） 

第11条 市は、男女共同参画の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施するため、必要な体制を

整備するものとする。 

（広報活動等） 

第12条 市は、基本理念について市民及び事業者等の啓発を図るため、広報活動、情報の提供その他

必要な措置を講ずるものとする。 

（調査等） 

第13条 市は、男女共同参画の推進に関する施策を効果的に実施するため、必要な調査、研究及び情

報収集を行うものとする。 

（積極的格差是正措置） 

第14条 市は、市民及び事業者等と協力し、積極的格差是正措置が講ぜられるよう努めるものとする。 

２ 市は、その設置する附属機関等の委員その他の構成員を任命し、又は委嘱するに当たっては、積

極的格差是正措置を講ずるよう努めるものとする。 

（活動等への支援） 

第15条 市は、市民及び事業者等が男女共同参画の推進に関して行う活動について、情報の提供その

他必要な支援を行うものとする。 

（拠点施設） 

第16条 市は、山形市男女共同参画センター条例（平成７年市条例第34号）第２条の規定により設置

された山形市男女共同参画センターを、男女共同参画の推進に関する施策を実施し、及び男女共同

参画に関する学習の機会を提供する拠点施設として位置付けるものとする。 

（性別による人権侵害の被害者等への支援） 

第17条 市は、第７条各号に掲げる行為の被害者等に対し、関係機関と連携を図り、必要な措置を講

ずるよう努めるものとする。 

（相談への対応） 

第18条 市長は、性別による差別的取扱いその他の男女共同参画の推進に影響を及ぼすと認められる

ことに関し、市民及び事業者等から相談があったときは、関係機関と連携し、適切に対応するもの

とする。 

（苦情への対応） 

第19条 市長は、市が実施する男女共同参画の推進に関する施策又は男女共同参画の推進に影響を及

ぼすと認められる施策に関し、市民及び事業者等から苦情の申出を受けた場合は、適切な措置を講

ずるよう努めるものとする。 

２ 前項の場合において、市長は、必要があると認めるときは、次条の山形市男女共同参画審議会の

意見を聴くことができる。 

第３章 山形市男女共同参画審議会 

（審議会の設置） 

第20条 男女共同参画の推進に関し必要な事項を調査審議するため、山形市男女共同参画審議会（以

下「審議会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第21条 審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

(１) 男女共同参画計画の策定及び変更に関すること。 

(２) 市民及び事業者等から申出のあった苦情に係る措置に関すること。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、男女共同参画の推進に関し市長が必要と認めること。 

（組織等） 

第22条 審議会は、委員15人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(１) 知識経験を有する者 

(２) 公募により選出された者 

(３) 関係行政機関及び団体の代表者 

３ 市長は、男女いずれか一方の委員の数が委員の総数の10分の４未満とならないよう努めるものと

する。 
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４ 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 

５ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第23条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によって定める。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第24条 審議会の会議は会長が招集し、会長は会議の議長となる。 

（意見等の聴取） 

第25条 審議会は、必要に応じ関係者の出席を求め、意見及び説明を聴取し、又は資料の提出を求め

ることができる。 

（専門部会） 

第26条 審議会は、第21条第２号に規定する事項について調査審議するため必要があるときは、審議

会に専門部会を置くことができる。 

２ 専門部会は、会長が指名する委員をもって組織する。 

３ 審議会は、その定めるところにより、専門部会の決定をもって審議会の決定とすることができる。 

（幹事及び書記） 

第27条 審議会の事務を処理するため、幹事及び書記若干人を置く。 

２ 幹事及び書記は、市職員のうちから市長が任命する。 

３ 幹事は、会議に出席し、意見を述べることができる。 

第４章 雑則 

（委任） 

第28条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成25年４月１日から施行する。 

（山形市男女共同参画推進協議会条例の廃止） 

２ 山形市男女共同参画推進協議会条例（平成３年市条例第６号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この条例の施行の際現に男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）第14条第３項の規定に

基づき定められている第２次山形市男女共同参画計画は、第９条第１項の規定により定められた男

女共同参画計画とみなす。 

４ この条例の施行の際現に第２項の規定による廃止前の山形市男女共同参画推進協議会条例第４条

第２項の規定により委嘱されている山形市男女共同参画推進協議会の委員は、その任期が終了する

までの間は、それぞれ第22条第２項の規定により委嘱された審議会の委員とみなす。 

（山形市特別職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

５ 山形市特別職の職員の給与に関する条例（昭和26年市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 


